
 AT9719-00_A.doc 5/8/2013 

 

― 1 ― 

 

 
 

証券コード 9401 

 平成25年６月４日 

株 主 各 位 
 東京都港区赤坂五丁目３番６号

 株式会社 東京放送ホールディングス
 代表取締役社長 石 原 俊 爾

 
第86期定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。 
 さて、当社第86期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、
平成25年６月26日（水曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいます
ようお願い申しあげます。 
 [郵送による議決権行使の場合] 
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の
行使期限までに到着するようご返送ください。 

 [インターネットによる議決権行使の場合] 
後記80～81頁に記載の｢インターネットによる議決権行使のお手続きに
ついて」をご高覧のうえ、インターネットにより当社の指定する議決権
行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、画面の案内
にしたがって、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。 

敬 具
記 
 

１．日   時  平成25年６月27日（木曜日）午前10時 
２．場   所  東京都港区赤坂五丁目３番２号 
         赤坂BLITZ（ブリッツ） 
         ※末尾に記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。 
          なお、会場が満席となった場合は、隣接する第２会場等をご案内させ

ていただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。 
３．株主総会の目的事項 
  報 告 事 項       １ . 第86期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）
           事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査

人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 
         ２ . 第86期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）
           計算書類の内容報告の件 
  決 議 事 項      
   第１号議案   剰余金処分の件 
   第２号議案   取締役16  名選任の件 
   第３号議案   役員賞与支給の件 
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４．招集にあたっての決定事項 
  (1) 代理人による議決権行使 
    株主総会にご出席いただけない場合、当会社の議決権を有する他の

株主１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。
ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承
ください。 

  (2) 議決権の不統一行使 
    議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会日の３日前までに、

議決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により会社にご通知
ください。 

  (3) 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 
    ①郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、

インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせて
いただきます。 

    ②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、
最後に行使された内容を有効とさせていただきます。 

 
 

以 上 
 
 
 
 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付（赤坂BLITZ）
にご提出くださいますようお願い申しあげます。あわせて、資源節約のため、
この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。 
なお、株主ではない代理人および同伴の方など、議決権を行使することができる
株主以外の方はご入場いただけませんので、ご注意ください。 

◎開会直前には、会場受付が大変混雑いたしますので、多少お早めにご来場ください
ますようお願い申しあげます。（※受付開始時刻は、午前９時を予定しております。） 
◎事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類の記載事項
を修正する場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ホームページ
（http://www.tbsholdings.co.jp/）に掲載することがございますのでご了承ください。 
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(添 付 書 類     ) 
事 業 報 告       

( 平成24年４月１  日から平成25年３月31  日まで )
 

１．企業集団の現況 

（1）事業の経過およびその成果 
 当連結会計年度における日本経済は、夏場にかけて回復に向けた動きが見ら
れたものの、中国など海外経済の減速や欧州の債務危機などを背景に、いった
ん足踏み状態となりました。しかし、その後は、新政権の経済政策などにより
円安と株高が進んだことや、海外経済の回復を受けて、景気の持ち直し傾向が
見られました。 
 放送業界におきましては、震災による落ち込みの反動で、第１四半期はテレ
ビ広告市場が活況を呈しました。また、その後のロンドンオリンピック効果も
相まって、夏場にかけては堅調に推移しましたが、10月以降は、低調な海外経
済にともなう企業業績の見通し悪化や消費低迷などの影響もあって、その勢い
は弱まりました。 
 このような状況のもとで、当社グループは、基幹となる地上波テレビ番組の
さらなる強化に注力する一方、赤坂サカスでのイベント活動を通じて事業収入・
営業収入の積み上げを図るなど、広範囲な事業分野での収益確保に努めました。 
 この結果、当連結会計年度における当社グループの連結業績は、売上高が
３,523億５千１百万円で前連結会計年度に比べ1.7％の増収となり、経常利益
は176億７千１百万円で前連結会計年度に比べ23.5％の増益となりました。
しかし、当期純利益は、前連結会計年度に計上した関係会社株式売却益の反動
という要因もあって91億７千３百万円となり、前連結会計年度に比べ21.4％の
減益となりました。 
 
◇放送事業 
 当連結会計年度における放送事業の売上高は2,117億８千万円で前連結会計
年度に比べ3.8％の増収となり、営業利益は38億６千６百万円で前連結会計年
度に比べ32億６千５百万円の増益となりました。 
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＜テレビ部門＞ 
 地上波テレビのタイムセールスにおきましては、レギュラー番組セールスが
前連結会計年度並みで推移したほか、単発番組セールスも「ロンドンオリンピ
ック バレーボール世界最終予選」、サッカー「EURO2012」「ロンドンオリン
ピック」「ワールドベースボールクラシック（WBC）」といった大型スポーツ
番組が売上に寄与して、前連結会計年度の実績を上回りました。 
 スポットセールスにおきましては、震災による落ち込みの反動で回復基調と
なり、夏場にかけて好調を維持しました。10月以降は、低調な海外経済にとも
なう企業業績の見通し悪化や消費低迷などの影響で広告市場が減速傾向を示し
ましたが、通期では前連結会計年度の実績をわずかに上回りました。 
 当連結会計年度における地上波テレビの平均視聴率は、全日6.6％、ゴールデ
ンタイム9.5％、プライムタイム9.6％と、いずれの時間帯も前連結会計年度の
実績をわずかに下回りました。しかし、下期においては、年末年始の特別編成
で好視聴率を獲得した勢いに乗じ、３月の月間平均視聴率は、全日・ゴールデ
ンタイム・プライムタイム、すべての時間帯で３位に躍進するなど、新年度の
巻き返しへ弾みをつけることができました。 
 バラエティでは、「爆報！THE フライデー」「ぴったんこカン・カン」「中居
正広の金曜日のスマたちへ」の３番組が揃って好調を維持するなど、金曜夜の
編成が良好に推移しています。また、土曜夜の「炎の体育会TV」「ジョブチュ
ーン～アノ職業のヒミツぶっちゃけます！」も、週末に家族で楽しめる番組と
して人気を呼んでいます。このほか、お見合い企画が好評の「もてもてナイン
ティナイン」や企画強化を図った「さんまのスーパーからくりTV」も、視聴
率が上昇傾向を示しています。 
 ドラマでは、日曜劇場「ATARU（アタル）」が幅広い視聴層に支持されて、平均
視聴率15.6％を記録しました。同じく、日曜劇場で放送された「とんび」は、あふ
れる親子愛を描いた感動作として多くの視聴者の涙を誘い、平均視聴率15.5％を記
録しました。このほか、「ハンチョウ～警視庁安積班～」「サマーレスキュー～天空の
診療所～」「夜行観覧車」といった連続ドラマも、ファンに支持されました。単発企
画では、３夜連続放送のスペシャルドラマ「ブラックボード～時代と戦った教師たち
～」が、移り変わる時代を背景に教育という大きなテーマに立ち向かう教師の姿を描
いて、高い評価をいただきました。また、衛星放送ＷＯＷＯＷとのコラボレーション
企画「ダブルフェイス」も、スケールの大きな作品として話題を呼びました。 
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 スポーツでは、ロンドンオリンピックの熱戦を連日お伝えし、平均視聴率9.1％
を記録して民放第２位という好成績を収めました。フジテレビと共同放送した
「ロンドンオリンピック バレーボール世界最終予選」は、すべて生中継で放送
し、前回大会を上回る平均視聴率を記録しました。３月に放送した「ワールド
ベースボールクラシック（WBC）」は、１次ラウンドの「日本vsキューバ」が
22.8％、２度の対決となった２次ラウンドの「日本vsオランダ」はそれぞれ
34.4％、30.4％と、両試合とも30％を超える視聴率を獲得しました。また、準
決勝の「日本vsプエルトリコ」は、月曜午前からの放送にもかかわらず20.3％と
いう視聴率を記録して、視聴者の関心の高さをうかがわせました。 
 情報系ベルト番組では、「みのもんたの朝ズバッ！」と「ひるおび！」が、引
き続き安定した支持を得ています。なかでも、「ひるおび！」は、第２部の午後
枠が年度平均視聴率で同時間帯トップを達成する一方、下期においては、第１部
の午前枠も同時間帯トップになるなど、好調に推移しています。スペシャル企画
では、「生命38億年スペシャル 最新遺伝子ミステリー“人間とは何だ…！？”」
や、４時間の放送に取り組んだ「緊急！池上彰と考える“巨大地震”…その時命
を守るために」が、視聴者の知的好奇心に応える番組として好評を博しました。 
 報道では、「Ｎスタ」と「NEWS23クロス」の二枚看板を中心に、日々良質
なニュースの発信に努めました。また、日中国交正常化40周年を機に制作した、
ドキュメントドラマ「強行帰国～忘れ去られた花嫁たち～」は、不幸な歴史
に翻弄された人々を描いて、視聴者の皆様から高く評価されました。年末には、
「報道の日2012」を長時間編成し、同時進行ドキュメントの手法を用いて、
テレビ報道６０年の歴史を振り返りました。 
 平成25年３月31日現在、当社グループのテレビネットワークJNN加盟社は全
国28社で、前連結会計年度から変動はありません。 
 BSデジタル放送は、急成長を遂げているメディアであり、地上波テレビとは
異なる世代に向けた編成が支持されて、好調に推移しています。しかし、チャ
ンネル数の増加による競争の激化や普及率の停滞などもあり、この先、明るい
見通しばかりではありません。このような状況を勝ち抜くため、株式会社BS-TBS
は、民放BS局として初めての大型時代劇「臥竜の天～伊達政宗 独眼竜と呼ば
れた男～」を制作するなど、良質なオリジナルコンテンツの開発に取り組み、
チャンネルブランドのイメージアップと収益力の強化を図っています。 

＊視聴率は世帯視聴率。ビデオリサーチ調べ（関東地区） 
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＜ラジオ部門＞ 
 タイムセールスにおきましては、トイレタリー関連や健康食品関係の広告出
稿が堅調に推移しました。また、良好な聴取率にもかかわらず低調なセールス
が続いた深夜帯に、音楽関係や自動車関連のスポンサーが新規提供するなど、
新たな動きもありました。しかし、全国ネットの番組やナイター中継のネット
スポンサー減少をカバーするまでには至らず、前連結会計年度の実績を下回り
ました。 
 スポットセールスにおきましては、番組パーソナリティーが語りかける生コ
マーシャルが、トイレタリー関連や健康食品関係のスポンサーを中心に、引き
続き好調でした。また、外国車関連や食品関係のキャンペーンスポットも堅調
に推移しましたが、やはりネットスポンサーの減少が響いて、前連結会計年度
の実績をわずかに下回りました。 
 編成面では、平日の午後帯に新たなワイド番組「たまむすび」をスタートさ
せ、月曜日から木曜日の赤江珠緒と金曜日のTBSアナウンサー小林 悠の両女性
パーソナリティーが、ビビる大木や南海キャンディーズの山里亮太といった個
性派の曜日パートナーを迎えて、聴取率も好調に推移しています。首都圏の個
人聴取率調査では、平日のワイド番組や日曜午前の「安住紳一郎の日曜天国」
といった番組が牽引役となって、平成13年８月期の調査以降70期連続でトップ
を堅持し、首都圏ラジオのリーディングカンパニーの座を不動のものにしてい
ます。さらに、12月に実施された衆議院議員総選挙の開票特別番組は、聴取率
で民放トップになり、TBSラジオへの信頼度の高さを裏付ける結果になりまし
た。 
 放送関連事業では、赤坂BLITZを主な拠点に、コンサート音源の収録と終了
後の有料配信をビジネス化した「T2D」事業を立ち上げ、音楽業界からも注目
されています。また、ハウジング事業も、都心で初となる渋谷会場のオープン
が決まるなど順調でしたが、ソフト事業の費用増などが響いて、放送関連事業
トータルとしては、前連結会計年度の利益を下回りました。 
 平成25年３月31日現在、当社グループのラジオネットワークJRN加盟社は34
社で前連結会計年度から変動はありません。 
 
◇映像・文化事業 
 映像・文化事業の売上高は1,252億３千万円で前連結会計年度に比べ1.6％の
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減収となりましたが、営業利益は54億４千２百万円で前連結会計年度に比べ
5.8％の増益となりました。 
 イベントの分野では、東京・渋谷にオープンした東急シアターオーブのこけ
ら落し公演「ウエスト・サイド・ストーリー」が、盛況のうちに幕を閉じまし
た。また、フランス版ミュージカル「ロミオ＆ジュリエット」も、好評を博し
ました。赤坂ACTシアターでは、佐藤 健・石原さとみの舞台「ロミオ＆ジュ
リエット」、ブロードウェイ進出を果たした米倉涼子の凱旋公演「CHICAGO
（シカゴ）」、人間国宝・坂東玉三郎主演の「ふるあめりかに袖はぬらさじ」、草
彅 剛、チャ・スンウォンら出演の「ぼくに炎の戦車を」、中村勘九郎・七之助
共演の「赤坂大歌舞伎 怪談乳房榎」など、バラエティに富んだラインナップで
観客の期待に応えました。根強い人気を誇る熊川哲也Ｋバレエ カンパニーは「海
賊」「Triple Bill（トリプル・ビル）」「ドン・キホーテ」「くるみ割り人形」「シ
ンデレラ」といった作品でファンを魅了しました。このほか、韓国の人気ドラ
マ「ビッグ～愛は奇跡<ミラクル>～」のライブイベントも、人気を呼びまし
た。 
 展覧会関係では、考古学・人類学・歴史学の３つの視点からインカ帝国の全
貌に迫る「インカ帝国展―マチュピチュ『発見』100年」が国立科学博物館で
開催され、45万人を超える来場者数を記録しました。このほか、「ベルリン国
立美術館展 学べるヨーロッパ美術の400年」「リヒテンシュタイン 華麗なる侯
爵家の秘宝」「ルーベンス 栄光のアントワープ工房と原点のイタリア」なども
好評でした。 
 「赤坂サカス」では、「Sacas広場」を中心に「春サカス2012～こども元気
ひろば～」「夏サカス2012～笑顔の扉～」など、季節に合わせたイベントを開
催しました。また、「サカスポ！ホワイトサカス・スポーツフェスタ」では、恒
例の屋外スケートリンクを開場するなど、年間約600万人のお客様にご来場い
ただきました。 
 映像・ソフトビジネスの分野では、11月公開の劇場映画「のぼうの城」が、
興行収入28億円を達成するとともに、日本アカデミー賞10部門で優秀賞を獲得
するなど、高い評価をいただきました。また、「劇場版 SPEC～天～」「今日、
恋をはじめます」といった作品が、若年層を中心に支持を集め観客動員数を伸
ばしたほか、「天地明察」「大奥～永遠～［右衛門佐・綱吉篇］」といった作品も
話題を呼びました。 
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 DVDでは、「ATARU（アタル）」「パパドル！」「ビギナーズ！」
「MONSTERS（モンスターズ）」といったドラマ作品をブルーレイディスク版
と同時リリースし、順調に売上を伸ばしました。また、深夜番組「ももクロ団」
のブルーレイディスクも、ファンを中心に支持されています。アニメ作品では、
昨年公開した劇場映画「けいおん！」のDVD・ブルーレイディスクが好調な売
上を記録しているほか、人気シリーズ第４弾「ひだまりスケッチ×ハニカム」
や「僕は友達が少ないNEXT」などの作品も、人気を呼んでいます。 
 番組販売ビジネスでは、番組のコンセプトなどを販売する海外向けのフォー
マットセールスが、引き続き好調に推移しています。人気番組「SASUKE」と
「風雲！たけし城」は、ともに約160の国と地域で放送実績があるほか、「加ト
ちゃんケンちゃんごきげんテレビ」の「おもしろビデオコーナー」アメリカ版
は、ゴールデンタイムで放送500回を達成しました。また、「ブレインサバイバ
ー」は70を超える国と地域で放送され、エミー賞にもノミネートされるなど、
新たなフォーマットも好評を博しています。 
 ペイテレビビジネスでは、動画配信サービスの「TBSオンデマンド」が、NTT
ドコモやKDDI、ソフトバンクなどの通信キャリアが運営する定額見放題サー
ビスへの提供をさらに拡大させる一方、連続ドラマ「夜行観覧車」やアニメ作
品などの見逃し配信サービスも好評で、売上を大幅に伸ばしました。CS放送で
は、昨年10月に「TBSチャンネル２」が開局して、TBSのCS放送は３チャン
ネル体制に強化されました。既存の「TBSチャンネル１」と「TBSニュースバ
ード」だけでは供給しきれなかった名作ドラマやスポーツ番組、オリジナル番
組などを積極的に編成して、さらなる加入者の拡大を図っています。 
 ライセンスビジネスでは、ドラマ「MONSTERS（モンスターズ）」が、大手
コンビニエンスストアの全国約14,800店舗と協力して、番組宣伝を兼ねたコラ
ボレート企画を展開しました。また、東京スカイツリーに出店した在京民放５
社による番組関連商品の共同店舗「Tree Village（ツリービレッジ）」で、「は
なまるマーケット」のおめざフェアを開催し、マダムシンコのオリジナルバウ
ムクーヘン「マダムブリュレ」が連日即完売を記録するなど、人気を呼びまし
た。 
 ショッピングビジネスでは、11月放送の「おんなの買物大作戦４」が、再放
送も合わせて過去最高の売上を記録しました。また、２月には、堺正章を司会
に迎えてショッピング特別番組「マチャアキの気になる研究所」を放送するな
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ど、新たな展開にもチャレンジしています。 
 デジタルビジネスでは、TBSとして本格参入を果たした、自社開発初のソー
シャルゲーム「SPEC～カードコレクション」が好評で、新たな収益源になる
可能性を示してくれました。また、大学構内で展開してきたデジタルサイネー
ジ（電子看板）ビジネス「キャンパスTV」は、全国約60大学まで広まるとと
もに、新たなインフォマーシャル番組をラインナップに加えるなど、事業の拡
大を図っています。さらに、放送とスマートフォンなどの携帯端末が連携する
セカンドスクリーンサービスにも積極的に取り組み、「オールスター感謝祭」な
どの番組を通して、新たな展開を目指しています。 
 
◇不動産事業 
 不動産事業の売上高は153億４千１百万円で前連結会計年度に比べ0.4％の増
収となり、営業利益は68億８千９百万円で前連結会計年度に比べ7.3％の増益
となりました。 
 開業５周年を迎えた「赤坂サカス」は、各種の興行や「Sacas広場」で開催
される様々なイベントを通じて、文化・エンタテインメントの発信地としての
人気を確立しています。「赤坂Bizタワー」の商業施設は、震災の影響から脱し
て売上が回復基調にあるほか、住宅施設の「赤坂 ザ レジデンス」も高い成約
率を維持しています。 
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（2）設備投資の状況 
 当連結会計年度における設備投資の総額は115億円で、その主なものは地上
デジタル関連設備への投資です。 
 関東地区の地上デジタル放送は、平成23年７月に完全移行を終えていますが、
当連結会計年度も引き続き、新たな難視対策やアナログ放送終了後の周波数変
更（リパック）などの対応に、民放各社とNHK共同で取り組みました。本年５月
から新たな送信所となる予定の東京スカイツリーには、地上デジタル放送用送
信設備の導入を完了して、放送開始に向けた準備を進めています。東京スカイ
ツリーには、その眺望を活かして関東一円が撮影できる情報カメラを設置し、
番組などを通じて視聴者の皆様に、地上375メートルからの映像を楽しんでい
ただいています。 
 番組制作設備においては、ドラマの制作拠点となる緑山M1スタジオの映像・
音声システムを更新しました。バラエティや生放送番組の制作を担う赤坂の放
送センターでも、Ａスタジオの音声システムやＢスタジオのカメラ・映像・音
声システムを更新し、制作機能の向上と安定化に取り組みました。 
 放送センター内での番組収録や編集・送出の各業務については、VTRテープか
らパソコンやサーバーなどを利用する、データファイルシステムに転換するため
の準備を順次進めています。当連結会計年度においては、スポーツニュースを扱
うシステムの設計が完了し、収録など一部の機能については運用を開始していま
す。今後は、報道番組やワイドショーなども対象にシステム開発を推進して、VTR
テープ費用などの大幅な削減や作業効率の改善を図っていく予定です。 
 
（3）資金調達の状況 
 当連結会計年度末における当社グループの有利子負債は、社債500億円、長
期借入金572億円（１年内返済予定分含む）、合計1,072億円（リース債務を除
く）となっております。 
 連結子会社である株式会社スタイリングライフ・ホールディングスは、運転
資金の機動的な確保を目的として、当連結会計年度末において、複数の金融機
関との間で合計55億円のコミットメントライン契約を締結しております。（借
入実行残高なし、借入未実行残高55億円） 
 このほか、資金の効率化を図るため、売掛債権の一部流動化を実施しており
ます。 
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（4）直前３事業年度の財産および損益の状況 

区     分 
第83期 

(平成22年３月期)
 

第84期 
平成23年３月期)

 

第85期 
(平成24年３月期)

 

第86期 
(平成25年３月期) 
当連結会計年度 

売 上 高        
(百万円) 351,262 342,754 346,538 352,351 

経 常 利 益        
(百万円) 3,902 9,215 14,313 17,671 

当期純利益 
または 

当期純損失(△) 
(百万円) 

△2,313 103 11,671 9,173 

１株当たり 
当期純利益 
または 

当期純損失(△) 
(円) 

△12.18 0.54 74.71 60.27 

純 資 産        
(百万円) 357,076 344,658 322,597 344,473 

総 資 産        
(百万円) 627,683 593,023 555,159 559,626 
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（5）重要な親会社および子会社の状況 
 ①親会社の状況 
  当社には該当する親会社はありません。 
 ②重要な子会社の状況 

会 社 名 資本金(百万円)
議決権の所有割合

または 
被所有割合(％)

主要な事業内容 

株式会社TBSテレビ  300 100 
テレビ放送 
テレビ番組等の企画・制作・ 
販売 

株式会社TBSラジオ＆ 
コミュニケーションズ  478 100 ラジオ放送 

ラジオ番組の企画・制作 

株式会社TBSサービス  200 100 録音・録画物の企画・制作、 
印刷、放送番組の販売 

株式会社TBSビジョン  100 100 テレビ番組等の企画・制作 

株式会社 日  音  50 100 
著作権管理・開発、アーティ
ストの発掘・育成、楽曲提供、
レコード原盤の企画・制作等 

株式会社 
緑山スタジオ・シティ  100 100 建物・スタジオ等の賃貸・ 

運営管理 

株式会社アックス  30 100 
スタジオセット・衣装・デザ
イン等の企画・制作・調達、 
音響効果業務ならびに 
スタジオ設備等の管理・運営 

TOKYO 
BROADCASTING SYSTEM 
 INTERNATIONAL, INC. 

 328万 
  米ドル 100 米国地域におけるメディア情 

報収集・ニュース取材 

株式会社TBS企画  150 100 不動産の賃貸、駐車場の運営
管理、保険代理業 

株式会社 
T B S サ ン ワ ー ク  40 100 

建物および付属設備の運用・ 
保守・管理、人材派遣業、 
自動車運送事業、 
自動車の保守および維持管理、
運行手配業務等 

株式会社 
T B S メディア 
総合研究所 

 12 100 
放送・マルチメディアに関す
る調査・研究、 
メディア情報の収集・提供 

OXYBOT株式会社  200 100 
コンピュータを用いた画像、 
映像等の企画、制作および 
販売、劇場用映画の出資 
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会 社 名 資本金(百万円)
議決権の所有割合

または 
被所有割合(％)

主要な事業内容 

株式会社 
TBSテックス(注１)  150 100 

放送番組および一般映像・ 
録音物の制作ならびに販売、 
放送番組の収録・送信業務等 

株式会社 
TBSプロネックス(注２)  10 100 

放送番組の企画・制作、 
音楽、音声コンテンツ、映画、
映像コンテンツの企画制作等 

赤坂熱供給株式会社  400 70 熱供給事業法による熱供給事 
業 

株式会社 
グランマルシェ  360 60 通信販売および通信販売代理

業務、店舗運営業務等 
TCエンタテインメント 
株式会社  200 51 

映像・音楽ソフト、コンピュ
ータ・ソフトウェアの企画・
制作・複製等 

株式会社スタイリングライフ・ 
ホールディングス  1,048 51 

事業持株会社としての経営戦 
略の立案、輸入生活雑貨小売、
化粧品等の製造・販売等 

株式会社BS-TBS  5,844    51.9 
放送衛星を利用する委託放送
事業、各種放送番組の企画、
制作および販売等 

株式会社エフエフ東放  30  ※ 100 
ニュースのＶＴＲ編集と 
素材整理、 
情報番組の編集・撮影等 

株式会社 
TBSトライメディア  10  ※ 100 

テレビ・ラジオ番組の企画・
制作、各種イベントの企画・
制作、飲食業、コンビニエン
スストアの運営、広告代理業 

株式会社 
赤坂グラフィックスアート  10  ※ 100 

コンピュータグラフィックス
画面の企画・制作および 
販売等 

株式会社 
ドリマックス・ 
テレビジョン 

 220  ※ 74.7 番組の企画・制作、ＣＭの 
制作、演出業務の派遣事業 

株式会社ジャスク  10  ※ 100 人材派遣業、放送番組制作 
業務 

株式会社 
ビューキャスト  10  ※ 100 テレビ番組・ＶＰ等の映像制 

作およびスタッフの派遣業 
株式会社ライトアップ 
ショッピングクラブ  100  ※ 100 

衣料品・スポーツレジャー用
品・電気製品・家庭用品等の
通信販売、店舗販売 
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会 社 名 資本金(百万円)
議決権の所有割合

または 
被所有割合(％)

主要な事業内容 

美悉商貿（上海） 
有限公司  350  ※ 100 化粧品および化粧用具、洗浄

用品、衛生用品等の輸出入等 
株式会社 
CPコスメティクス  100  ※ 100 化粧品、医薬部外品等の開発 

・製造・販売等 

マキシム・ド・パリ 
株式会社  100  ※ 100 

フランス料理レストラン・ 
喫茶店・軽飲食店経営、 
洋菓子の製造販売 

 
(注１)当社の連結子会社である株式会社赤坂ビデオセンターと株式会社プロカムの２社は、平成24年

10月１日をもって、株式会社プロカムを吸収合併存続会社とする吸収合併を実施し、商号を
株式会社TBSテックスに変更いたしました。 

(注２)当社の連結子会社である株式会社テレコム・サウンズは、平成24年10月１日をもって、当社の
子会社である株式会社ティーエーシーを吸収合併存続会社とする吸収合併を実施し、商号を
株式会社TBSプロネックスに変更いたしました。 

(注３)当社の連結子会社は、上記の重要な子会社29社であります。 
(注４)※印は、子会社、緊密な者および同意している者による出資を含む比率であります。 
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（6）対処すべき課題 
 放送業界を取り巻く環境は、企業の海外転出、急速に進む少子高齢化に加え、
デジタル化によるデバイスの多様化等、大きく変化しつつあります。当社グル
ープは、このような経営環境の変化に適切に対応し、グループ全体の体質強化
を図り、持続的な成長を目指してまいります。 
 TBSの基本理念は、放送事業を中核とした最強のコンテンツを創り出す最良
のメディアグループを目指すことです。何よりも視聴者の心に響く良い番組を
送り出していくことが当社に課せられた使命です。常に新しいものに挑戦する
という先進性と、良質な番組を創りたいという高い志を持って、「日本の未来に
とって一番責任感の強い放送局」となるべく邁進してまいります。 
 テレビ事業の当連結会計年度の視聴率は、「ひるおび！」をはじめベルト番組
は好調に推移しているものの、全般的にはまだ過渡期にあると考えております。 
 コンテンツ制作力を強化するとともに、時代の変化や人々のニーズに適合し
た編成戦略を立案し、さらなる視聴率向上を目指します。制作工程の効率化を
図りながら、TBSらしい良質な番組を制作し、視聴者、広告主の皆様により一
層のご支持を得られるよう取り組んでまいります。 
 株式会社BS-TBSは、媒体価値の向上もあり順調に成長を続けております。
グループ各社とのシナジーを最大限まで高め、当社グループの収益基盤を一層
強固なものにしてまいります。 
 ラジオ放送は、11年８ヶ月にわたり聴取率トップの座を守り続けております。
ラジオを取り巻く経営環境は一段と厳しさを増しておりますが、コストコント
ロールをより一層徹底するとともに、ラジオ放送と連動したその他の事業にお
いても新たな収益の確保を目指してまいります。 
 次に事業部門でありますが、デジタル化によるビジネス環境の急速な変化に
的確に対応し、収入源の多角的な拡大を図ります。映画や催事、Sacas広場を
活かしたイベント、ペイテレビ、ショッピングといった既存分野の増収に加え、
新規事業にも積極的に取り組んでまいります。ソーシャルゲームやスマートフ
ォン等のコンテンツ開発、アジア等海外へのコンテンツ展開も積極果敢に展開
していきます。 
 当社グループは昨年来、重点政策として「放送事業の強化」「収入源の多角的
な拡大」そして「グループ全体の収益力向上」に取り組んでまいりました。今
後はこれに、新たに「総合メディア戦略の充実」を加え、地上波、BS、CS、
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ラジオ、そしてネットやモバイル端末を含め、様々なメディアを最大限活用し
て、そのコンテンツの生み出す価値を最大化していきます。TBSグループの総
力を結集して、新しい時代を切り開き、企業価値向上と株主の皆様共同の利益
の最大化を追求してまいります。 
 最強のコンテンツを発信する最良のメディアグループとしての地位を確立し、
持続的な成長を達成することによって、株主の皆様の負託にお応えできるよう
全力を挙げてまいります。引き続き、ご支援のほどよろしくお願いいたします。 
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（7）主要な事業内容（平成25年３月31日現在） 
  当社グループは、テレビ・ラジオの放送および映像・音声ソフト等の制作・
販売、文化事業を主に、これらに附帯する保守、サービス等を行っており
ます。 
  当連結会計年度における事業は、次のとおりであります。 

事業区分 事業内容 

放 送 事 業 
・放送関連事業 
 放送、番組制作、映像技術、美術制作、コンピュータ
グラフィックス、音声技術、照明技術、カメラ取材、
ＣＡＴＶ投資、映像投資、調査・研究等 

映像・文化事業 

・各種催物、ビデオソフト等の企画・制作事業 
 映像・音声ソフト制作・販売事業、各種催物、番組販
売、ビデオソフト制作・販売、音楽ソフト企画・制作、
通信販売、雑貨小売、化粧品製造販売、外食・洋菓子
製造販売等 

不 動 産 事 業 
・不動産賃貸、保守およびサービス事業 
 スタジオ管理、冷暖房管理、駐車場管理、機材リース、 
保険代理、不動産賃貸等 
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（8）主要な営業所（平成25年３月31日現在） 
 ①当社 

営 業 所 名 所   在   地 
本  社 東京都港区赤坂五丁目３番６号 

 ②子会社 
会   社   名 所 在 地 

株式会社TBSテレビ（注１）、 
株式会社TBSラジオ＆コミュニケーションズ、 
株式会社TBSサービス、株式会社TBSビジョン、 
株式会社 日音、株式会社アックス、 
株式会社TBS企画、株式会社TBSサンワーク、 
株式会社TBSメディア総合研究所、 
赤坂熱供給株式会社、OXYBOT株式会社、 
TCエンタテインメント株式会社、 
株式会社BS-TBS、株式会社エフエフ東放、 
株式会社TBSトライメディア、 
株式会社赤坂グラフィックスアート、 
株式会社ドリマックス・テレビジョン、 
株式会社グランマルシェ、 
株式会社TBSプロネックス、株式会社TBSテックス、
株式会社ジャスク、株式会社ビューキャスト 

東京都港区 

株式会社スタイリングライフ・ホールディングス（注２）、 
株式会社ライトアップショッピングクラブ、 
株式会社CPコスメティクス（注３） 

東京都新宿区 

マキシム・ド・パリ株式会社（注４） 東京都中央区 
株式会社緑山スタジオ・シティ 神奈川県横浜市 
美悉商貿（上海）有限公司 中国 上海    
TOKYO BROADCASTING SYSTEM INTERNATIONAL, INC. 米国 ﾆｭｰﾖｰｸ    
 (注１)株式会社TBSテレビは、大阪府大阪市に関西支社、神奈川県横浜市にスタジオ、東京都港区に

テレビ送信所を有しています。 
(注２)株式会社スタイリングライフ・ホールディングスは、全国店舗網として「プラザ」77店舗等と

静岡県焼津市に主要な工場を有しています。 
(注３)株式会社CPコスメティクスは、北海道札幌市・神奈川県横浜市・愛知県名古屋市・大阪府大阪

市・福岡県福岡市にも営業所を有しています。 
(注４)マキシム・ド・パリ株式会社は、東京都港区にも主要な営業所を有しています。 
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（9）使用人の状況（平成25年３月31日現在） 
事業区分 就業人員数 前期末比増減 

放 送 事 業 2,569名 14名増 
映像・文化事業 2,232名 38名減 
不 動 産 事 業 87名 46名減 
全 社 （ 共 通 ） 346名 33名増 

合 計 5,234名 37名減 
(注)全社(共通)として記載されている就業人員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属して
いるものであります。 

 
（10）主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在） 

借 入 先 借入額 

シンジケートローン（１） 16,800百万円
シンジケートローン（２） 13,200百万円
シンジケートローン（３） 10,200百万円
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 10,000百万円
明治安田生命保険相互会社  3,000百万円
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社  2,000百万円
太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社  2,000百万円

(注１)シンジケートローン(１)           は、株式会社三井住友銀行と株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジ
ャーとする15社によるものであります。 

(注２)シンジケートローン(２)           は、株式会社三井住友銀行と株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジ
ャーとする９社によるものであります。 

(注３)シンジケートローン(３)           は、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとする６社によるもので
あります。 

(注４)連結子会社である株式会社スタイリングライフ・ホールディングスは、複数の金融機関との
間で合計55億円のコミットメントライン契約を締結しております。 
（前記「１．企業集団の現況（3）」参照  借入実行残高なし、借入未実行残高55億円） 
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２．当社の現況  
  
（1）株式の状況（平成２５年３月３１日現在） 
 ①発行可能株式総数    400,000,000株 
 ②発行済株式の総数    190,434,968株 
       （前連結会計年度末から増減はありません） 
 ③株主数 14,276名 
       （前連結会計年度末比 1,576名増） 
 ④大株主およびその持株数（上位10名） 

株  主  名 持株数(株) 持株比率(％) 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(退職給付信託口・株式会社電通口)

9,310,500 6.09 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 8,729,500 5.71 
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 6,257,735 4.09 
株 式 会 社 毎 日 放 送 6,166,000 4.03 
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,745,267 3.76 
三 井 不 動 産 株 式 会 社 5,713,728 3.74 
三 井 物 産 株 式 会 社 4,288,000 2.80 
株 式 会 社 ビ ッ ク カ メ ラ 4,190,000 2.74 
株 式 会 社 講 談 社 3,771,200 2.47 
パ ナ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 3,083,180 2.02 
(注１)   当社は、平成25年３月31日現在、自己株式37,803,516株を保有しておりますが、上記大株主

から除外しております。 
(注２)   持株比率は、自己株式を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
(注３)   当連結会計年度末の外国人等の議決権に占める電波法上の割合は、8.73％であります。 
(注４)   日本マスタートラスト信託銀行株式会社(退職給付信託口・株式会社電通口)の持株数

9,310,500株は、株式会社電通が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。 
 
 



 5/16/2013 AT9719-00_B-01.doc 

 

― 21 ― 

（2）会社役員の状況 
 ①取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在） 
地  位 氏  名 担  当 

代表取締役会長 井 上  弘  
代表取締役副会長 財 津 敬 三  
代表取締役社長 石 原 俊 爾 (業務監査室) 
専 務 取 締 役 武 田 信 二 テレビ部門営業編成総括、 

次世代ビジネス企画室担当 
常 務 取 締 役 信 国 一 朗 テレビ部門現業総括 
常 務 取 締 役 豊 中 俊 榮 テレビ部門技術総括 
取 締 役 藤 田 徹 也 社長室、コンプライアンス室、総務局、 

人事労政局担当 
取 締 役 難 波 一 弘 テレビ部門編成担当 
取 締 役 加 藤 嘉 一 経理局、グループ経営企画局担当 
取 締 役 星 野  誠 テレビ部門報道・情報担当 
取 締 役 新 田 良 一 テレビ部門映像・文化担当 
取 締 役 平 本 和 生  
取 締 役 山 本 雅 弘  
取 締 役 槍 田 松 瑩  
取 締 役 髙 嶋 達 佳  
取 締 役 朝 比 奈  豊  
常 勤 監 査 役 小 川 邦 雄  
常 勤 監 査 役 神 成 尚 史  
監 査 役 岡部 敬一郎  
監 査 役 田 中 健 生  
監 査 役 明 石  康  
 (注１)    平成24年６月28日開催の第85期定時株主総会において、新たに豊中俊榮、加藤嘉一、星野 誠、

新田良一の４氏が取締役に選任され、それぞれ就任いたしました。 
    また同日、取締役の衣笠幸雄、石川康喜、若林貴世志、神成尚史の４氏が任期満了により

退任いたしました。 
(注２)    平成24年６月28日開催の取締役会において、新たに豊中俊榮氏が常務取締役に選定され、

就任いたしました。 
(注３)    平成24年６月28日開催の第85期定時株主総会において、新たに神成尚史氏が監査役に選任

され、就任いたしました。 
    また同日、常勤監査役の小田忠明氏が任期満了により退任いたしました。 
(注４)    平成24年６月28日開催の監査役会において、新たに神成尚史氏が常勤監査役に選定され、

就任いたしました。 
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(注５)    事業年度末後の平成25年４月１日をもって、取締役の担当を次のとおり変更いたしました。 
    専務取締役 武田信二  テレビ部門現業総括、次世代ビジネス企画室担当 
    常務取締役 信国一朗  一般総括、コンプライアンス室、総務局、経理局担当 
    取締役   藤田徹也  社長室、人事労政局、グループ経営企画局担当 
    取締役   難波一弘  テレビ部門映像・文化担当 
    取締役   加藤嘉一  テレビ部門制作・報道・情報担当 
    取締役   星野 誠  テレビ部門営業担当 
    取締役   新田良一  テレビ部門編成担当 
(注６)    取締役のうち、山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、朝比奈 豊の４氏は社外取締役であります。 
(注７)    監査役のうち、岡部敬一郎、田中健生、明石 康の３氏は社外監査役であります。 
(注８)    当社は、取締役の槍田松瑩、朝比奈 豊、監査役の岡部敬一郎、田中健生、明石 康の５氏を

東京証券取引所に独立役員として届け出ております。 
(注９)    常勤監査役 神成尚史氏は、当社の経理局長・経理担当役員を経験しており、財務および会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。 
(注10)    監査役 岡部敬一郎氏は、コスモ石油株式会社の財務・経理担当役員を経験しており、財務

および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 
(注11)    監査役 田中健生氏は、東京エレクトロン株式会社の財務部長・経理部長を経験しており、

財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 
(注12)    当事業年度にかかわる取締役および監査役の重要な兼職の状況は、次のとおりであります。   

区分 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容 特記事項 
一般社団法人日本民間放送連盟 会長  
株式会社TBSテレビ 代表取締役会長  
株式会社毎日放送 社外取締役  

井 上  弘 

東京エレクトロン株式会社 社外取締役  
財 津 敬 三 株式会社TBSテレビ 取締役副会長  

株式会社TBSテレビ 代表取締役社長  
RKB毎日放送株式会社 社外監査役  石 原 俊 爾 
株式会社毎日新聞グループホールディングス 社外取締役  
株式会社TBSテレビ 専務取締役  
株式会社スタイリングライフ・ホールディングス 社外取締役  武 田 信 二 
株式会社スカパーJSAＴホールディングス 社外監査役  
株式会社TBSテレビ 常務取締役  
株式会社スタイリングライフ・ホールディングス 社外取締役  信 国 一 朗 
株式会社WOWOW 社外取締役  
株式会社TBSテレビ 常務取締役  

豊 中 俊 榮 
株式会社新潟放送 社外取締役  

藤 田 徹 也 株式会社TBSテレビ 取締役  
難 波 一 弘 株式会社TBSテレビ 取締役  

株式会社TBSテレビ 取締役  
株式会社TBSラジオ＆コミュニケーションズ 取締役会長 平成25年３月31日付で 

同社の取締役会長を辞任 
加 藤 嘉 一 

株式会社BS-TBS 取締役  

取
 
締
 
役
 

星 野  誠 株式会社TBSテレビ 取締役  
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区分 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容 特記事項 

新 田 良 一 株式会社TBSテレビ 取締役  
平 本 和 生 株式会社BS-TBS 代表取締役社長  

株式会社ＴＢＳテレビ 社外取締役  
山 本 雅 弘 

株式会社毎日放送 相談役最高顧問  
株式会社TBSテレビ 社外取締役  

槍 田 松 瑩 
三井物産株式会社 取締役会長  
株式会社TBSテレビ 社外取締役  
株式会社電通 取締役会長  髙 嶋 達 佳 
一般社団法人日本広告業協会 理事長  
株式会社TBSテレビ 社外取締役  
株式会社毎日新聞グループホールディングス 代表取締役社長  
株式会社毎日新聞社 代表取締役社長  
株式会社毎日放送 社外取締役  

取
 
締
 
役
 

朝比奈 豊 

RKB毎日放送株式会社 社外取締役  
株式会社TBSテレビ 監査役  

小 川 邦 雄 
株式会社TBSラジオ＆コミュニケーションズ 監査役  
株式会社TBSテレビ 監査役  

神 成 尚 史 
株式会社スタイリングライフ・ホールディングス 社外監査役  
株式会社TBSテレビ 社外監査役  

岡部敬一郎 
コスモ石油株式会社 取締役名誉会長  

田 中 健 生 株式会社TBSテレビ 社外監査役  
株式会社TBSテレビ 社外監査役  
公益財団法人国際文化会館 理事長  
公益財団法人ジョイセフ 会長  

監
 
査
 
役
 

明 石  康 

スリランカ平和構築及び復旧・復興担当 日本政府代表  
・ 事業年度末後の平成25年４月１日をもって、信国一朗氏は株式会社TBSラジオ＆コミュ
ニケーションズの取締役会長に就任いたしました。 
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 ②取締役および監査役に支払った報酬等の額 
区 分 支給人員 報酬等の総額 
取締役 

(うち社外取締役) 
18名 
( ４名) 

492百万円 
( 33百万円) 

監査役 
(うち社外監査役) 

６名 
(３名) 

75百万円 
(25百万円) 

(注１)    上記支給人員には、当社が報酬を支払っていない取締役は含めておりません。 
(注２)    報酬等の額には、平成25年６月27日開催予定の第86期定時株主総会に議案として提出を予

定する「役員賞与支給の件」にもとづく取締役賞与の総額62百万円（うち社外取締役４名
に対し総額４百万円）および監査役賞与の総額８百万円（うち社外監査役３名に対し総額３
百万円）がそれぞれ含まれております。 

(注３)    取締役および監査役の報酬限度額については、平成９年６月27日開催の第70期定時株主総
会決議において、取締役は月額50百万円(年額換算600百万円)以内(ただし、使用人兼務取
締役の使用人分給与は含まない)、監査役は月額６百万円(年額換算72百万円)以内とそれぞ
れ決議をいただいております。 

(注４)    社外取締役および社外監査役に対し、兼職先の当社子会社から報酬は支払われておりません。 
 
 
 ③社外役員に関する事項 
  (a) 当事業年度における主な活動状況 
   ・ 社外取締役の活動状況 
     山本雅弘氏は、当事業年度中に開催された取締役会12回中９回に出

席、槍田松瑩氏は12回中９回に出席、髙嶋達佳氏は12回中８回に出席、
朝比奈 豊氏は12回中11回に出席して、それぞれ豊富な経験・知見を
有する企業経営者としての観点等に立ち、当社の業務執行者から独立
した立場で適宜発言しています。 

   ・ 社外監査役の活動状況 
     岡部敬一郎氏は、当事業年度中に開催された取締役会12回中10回、

監査役会10回中10回に出席、田中健生氏は取締役会12回中12回、監
査役会10回中10回に出席、明石 康氏は取締役会12回中11回、監査役
会10回中９回に出席して、それぞれ企業経営もしくは国際機関での活
動において培われた豊富な経験・知見にもとづく質問・助言等を行っ
ています。 

 
  (b) 責任限定契約の内容の概要 
    当社は、平成21年６月26日開催の第82期定時株主総会において定款を

変更し、社外取締役および社外監査役の責任限定契約に関する規定を設
けております。 

    当該定款にもとづき、当社が社外取締役および社外監査役の全員と締
結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。 

   ・ 社外取締役および社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項
の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失が
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なかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限
度として損害賠償責任を負担するものとする。 

 
  (c) 重要な兼職先と当社との関係 
    取締役の山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、朝比奈 豊の各氏が社外取締

役を兼職し、監査役の岡部敬一郎、田中健生、明石 康の各氏が社外監査
役を兼職している株式会社TBSテレビは、当社グループの中核となる子
会社であります。 

    同社と社外役員の重要な兼職先との関係は、次のとおりであります。 
   ・ 取締役 山本雅弘氏が相談役最高顧問を務める株式会社毎日放送と株式

会社TBSテレビとの間には、放送事業等において競業関係がある一方、
番組供給・テレビ電波料などの継続的な取引関係があります。 

   ・ 取締役 髙嶋達佳氏が取締役会長を務める株式会社電通と株式会社TBS
テレビとの間には、放送時間および番組販売などの継続的な取引関係
があります。 

   ・ 取締役 朝比奈 豊氏が代表取締役社長を務める株式会社毎日新聞社と
株式会社TBSテレビとの間には、広告出稿、ニュース情報提供などの
継続的な取引関係があります。 

     また、同氏が社外取締役を兼職している株式会社毎日放送、ならび
にRKB毎日放送株式会社と株式会社TBSテレビとの間には、放送事業
等において競業関係がある一方、番組供給・テレビ電波料などの継続
的な取引関係があります。 
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（3）会計監査人の状況 
 ①会計監査人の名称    有限責任 あずさ監査法人 
 
 ②当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支払額 
ア．当事業年度に係る報酬等の額 44百万円 
イ．当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 86百万円 

(注)当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品
取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、
上記の表ア．の金額はこれらの合計額を記載しております。 

 
 ③非監査業務の内容 
   当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外で
あるグループ会社役員向け会計研修についての対価を支払っております。 

 
 ④会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
   当社では、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている解任事
由に該当する状況にあると認められる場合には、監査役会が監査役全員の
同意にもとづき、会計監査人を解任いたします。 

   また、会計監査人が職務を遂行することが困難と認められる等、その必
要があると判断した場合には、取締役会は監査役会の同意または請求にも
とづいて、会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に提案
いたします。 
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３．  取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制その他業務の適正を確保するための体制 

 会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１項および
第３項に定める「株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」
について、次のとおり定めております。 
 
はじめに 
 当社は、有限希少の電波を預かる放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社
として、「TBSグループ行動憲章」に謳った放送の社会的責任と公共的使命を常
に念頭において、コーポレートガバナンスの充実・強化をはかる。 
 当社は、企業集団として内部統制体制を構築・推進するため、社長を委員長
とする「TBSグループ企業行動委員会」を設置し、適正かつ効率的な事業遂行
を達成するとともに、企業集団としての企業価値の維持・増大をはかる。 
 同委員会は、当社および当グループの取締役ならびに外部委員で構成し、以
下の事項を所管する。 
  １．内部統制体制の整備・評価・改善に関すること 
  ２．企業倫理の確立に関すること 
  ３．リスクの管理および適正で効率的な業務の推進に関すること 
  ４．情報開示体制に関すること 
  ５．当グループ各社の取締役会の諮問に関すること 
 
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
  (ａ)当グループが最良の企業体として成長していくための企業理念を掲げて、

「TBSグループ行動憲章」を制定し、すべての役職員が守るべき基本的
誓約とする。 

     また、同憲章を具体的に実現するための基準を、「TBSグループ行動
基準」として定め、これらの遵守の徹底をはかる。 

  (ｂ)「TBSグループ情報開示基本方針」を策定し、適時かつ適切な情報開示
を行い、当グループとしての説明責任を果たす。 

  (ｃ)当社社外取締役・社外監査役および外部の有識者からなる「企業価値評
価特別委員会」は、取締役会の諮問に応じ、企業価値最大化を実現する
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方策としての的確性を検討し、検討結果を取締役会に勧告する。 
  (ｄ)当社においては、常勤監査役に社外監査役が加わり監査役会を置いて監

査を行う。特に重要な子会社である株式会社TBSテレビにおいては、監
査役会は置かないが、社外監査役など当社に準ずる体制で監査を行う。 

 
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
  (ａ)取締役の職務執行に係る情報については、「文書取扱規定」において各

種文書の取扱基準を設け、定められた文書保存期間に基づき、適切かつ
確実に保存・管理する。 

  (ｂ)取締役および監査役から、取締役の職務執行に係る文書の閲覧請求があ
った場合は、速やかに対応できるよう文書保管体制を整備する。 

 
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
  (ａ)事業活動および業務プロセスに係る損失の危険を継続的にコントロール

するために必要な「TBSグループリスク管理基本方針」「TBSグループ
リスク管理規定」等規程を定め、リスク管理体制を構築する。運用につ
いては「TBSグループ企業行動委員会」の小委員会である「TBSグルー
プリスク管理委員会」において新年度のリスク管理計画を承認するとと
もに、前年度のリスク管理状況を総括する仕組みをベースに適切な運用
をはかる。 

  (ｂ)株価、為替、金利変動のリスクについて、「市場リスク管理基本方針」
を定め、半年ごとにその方針を見直し、適切に対応する。 

  (ｃ)投資および融資の管理、調整、その効率的運用をはかるため、「投融資
管理規定」を定め、「投融資部会」が、投融資の適否の事前審査にあた
り「グループ経営戦略会議」に諮るものとする。 

  (ｄ)企業ブランドの毀損等の重大なリスクの発生に備えるため、通常時とは
異なる対応組織の構築、業務手順、情報管理のあり方等を定めた「TBS
グループ危機対応規定」を策定し、リスク発生時には適切に対応する。 

  (ｅ)「情報セキュリティー基本方針」を定め、不正アクセスやコンピュータ
ーウィルス等によるシステムの破壊、データの漏えい、侵奪等を防止す
るとともに、ネットワークの適切な利用をはかる。 
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  (ａ)取締役の職務の効率性を確保するための体制の基礎として、取締役会を

原則として月１回定時に開催する。 
  (ｂ)経営方針および経営戦略に係る重要事項については、原則として週１回

開催される「グループ経営戦略会議」において議論を行い、その審議を
経て執行決定を行う。 

  (ｃ)総合的な長期経営計画を策定するため、社長の諮問機関である「グルー
プ経営戦略会議」が直接、長期経営計画の実施を推進・調整する。 

 
（5）職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
  (ａ)「TBSグループ行動憲章」を、すべての役職員が守るべき基本的誓約と

して制定し、同憲章を具体的に実現するための基準として「TBSグルー
プ行動基準」を定め、これを遵守する。 

  (ｂ)コンプライアンス室を、コンプライアンス体制の整備、運用をはかる統
括部署として有効かつ適切に機能させる。また、業務監査室を、内部監
査部門として有効かつ適切に機能させる。 

  (ｃ)当グループの内部通報制度として「TBSホットライン」を整備し、法令
または社内規則に違反する事実等についての通報の受付窓口を、業務監
査室および社外弁護士事務所に設け、適切に運用する。 

  (ｄ)特定の職員への権限の集中を排除するための人事的措置等、内部牽制機
能を整備する。 

 
（6）当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 
  (ａ)「TBSグループ行動憲章」および「TBSグループ行動基準」を、当グル

ープ各社共通の誓約・行動指針とする。 
  (ｂ)傘下の放送局である株式会社TBSテレビおよび株式会社TBSラジオ＆コ

ミュニケーションズにおいては、放送法に基づいて設置される「番組審
議会」が、放送番組の改善・向上をはかる目的で、同社の諮問に対する
答申および建議を行う。 

  (ｃ)特に影響力の大きい株式会社TBSテレビにおいては、外部の識者を中心
に構成する「『放送と人権』特別委員会」が、放送上の人権に係わる問
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題に対する必要な措置について、同社社長に勧告する。当社は同社より
その報告を受け、必要な対応を行う。 

  (ｄ)当社に、「業務監査室」を置き、当グループ各社を含めた業務監査を行
う。 

  (ｅ)当グループ各社において、「TBSグループコーポレートガバナンス要綱」
を策定し、内部統制体制を構築・運用するよう浸透をはかり、グループ
内親会社・子会社関係の健全性を保つための体制を整える。 

  (ｆ)当グループ各社は、「TBSホットライン」に参加し、その周知をはかる
ための体制をつくり、運用する。 

  (ｇ)当グループの経営効率の向上をはかる目的で、「関係会社経営管理規定」
を定め、関係会社の指導および育成を促進する。 

 
（7）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 ①監査役の職務を補助すべき職員に関する事項と当該職員の取締役からの独立性
に関する事項 

  (ａ)監査役の職務を補助するため監査役室を機能させ、補助すべき職員に関
する規定を整備する。 

  (ｂ)監査役会は、監査役の調査に関する事項等について、必要な場合は監査
役会調査本部を設置し、監査役会が任命した職員をして監査役会または
監査役を補佐させる。 

  (ｃ)監査役の職務を補助すべき職員の人事考課、異動、懲戒については監査
役の同意を得ることとする。 

 
 ②取締役および職員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制 

  (ａ)取締役および職員は、業務または業績に影響を与える重要な事項につい
て、監査役にそのつど報告する。 

  (ｂ)監査役は、随時、必要に応じて、取締役および職員に対して報告を求め
ることができる。 

  (ｃ)「TBSホットライン」の適正な運用をはかることにより、法令違反その
他のコンプライアンス上の問題について、監査役への適切な報告体制を
確保する。 
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  (ｄ)監査役は、業務監査室が行った内部監査の結果について報告を受ける。 
  (ｅ)監査役は、重要会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、担当取締役から

の業務執行に関する報告を求めることができるほか、必要に応じて各部
門への直接聴取を行うことができる。 

  (ｆ)監査役、会計監査人、業務監査室は有効かつ効率的な内部統制を構築す
るため情報を共有する。 
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４．  会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針 

 当社は、平成19年２月28日開催の当社取締役会において、当社の財務および
事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」
といいます）を整備しましたが、当社グループの新たな中期経営計画「グルー
プ中期経営計画２０１５」の策定と実行に伴い、平成25年５月10日の同取締役
会において、当該中期経営計画に関わる部分について、以下のとおり改定を行
いました。 
 
 (１)基本方針の内容 
   当社は、上場企業として市場経済の発展に寄与すべき責務を負うと同時
に、有限希少の電波を預かる放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社と
して、高い公共的使命を与えられている企業であります。その企業として
の性格は、当社が制定した「TBSグループ行動憲章」の「Ⅱ．行動憲章」
に、「私たちは、表現の自由を貫き、社会・文化に貢献する公平・公正・正
確な情報の発信に努め、報道機関としての使命を果たします。」、「私たちは、
社会とのつながりや自然との共生を大切に考え、あらゆる事業分野や個人
活動を通じて、積極的な社会貢献とよりよい地球環境の実現に努めます。」
と掲げているとおりであり、とりわけ災害・緊急時等には、わが国の基幹
メディアとして、一瞬の遅滞も許されることなく社会のライフラインの機
能を果たすべき放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社として、社会的
に重大な役割を与えられております。 

   また、地上デジタル放送の本格化や多メディア時代を迎えて、放送事業
は、番組制作・企画開発力とその質の一層の向上を問われております。 

   これらの社会的使命、社会的役割を実現し、放送事業としての競争力の
鍵である番組制作・企画開発力とその質を絶えず向上させていくうえで、
従業員や関係職員等当社並びに当社の子会社および関連会社が有する人材
が重要な経営資源として位置づけられるのは勿論のこと、業務委託先や取
引先その他当社の番組やコンテンツを支える人々との長期の信頼関係も、
経営資源として極めて重要な役割を果たしており、これらは当社の企業価
値の源泉を構成するものにほかなりません。 
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   したがいまして、当社の企業価値および株主の皆様共同の利益を最大化
していくためには、中長期的な観点から、このような当社の企業価値を生
み出す源泉を育て、強化していくことが最も重要であって、当社の財務お
よび事業の方針は、このような認識を基礎として決定される必要がありま
す。 

   もとより、当社は、上場企業として、当社の企業価値および株主の皆様
共同の利益の最大化に資する形で当社株式の大量取得行為が行われること
や当該行為に向けた提案がなされることを否定するものではありません。
しかしながら、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者が、上記
のような当社の企業価値の源泉とその中長期的な強化の必要性についての
認識を共有せず、上述した当社の企業価値を生み出す源泉を中長期的に見
て毀損するおそれがある場合、当社の企業価値および株主の皆様共同の利
益の最大化に反する結果につながりかねないものと考えられます。 

   以上のような観点から、当社といたしましては、放送法および電波法の
趣旨にも鑑み、特定の者またはグループ（およびこれらと所定の関係を有
する者）が当社の総株主の議決権の20％以上に相当する議決権を有する株
式を取得すること等により（かかる場合における特定の者またはグループ
およびこれらと所定の関係を有する者を併せて以下「買収者等」といいま
す）、上述したような当社の企業価値の源泉が中長期的に見て毀損されるお
それがある場合など、当社の企業価値または株主の皆様共同の利益の最大
化が阻害されるおそれが存する場合には、かかる買収者等は当社の財務お
よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令およ
び当社の定款によって許容される限度において、場合により、当社の企業
価値および株主の皆様共同の利益の確保およびその最大化に向けた相当な
措置を講じることとしています。 

   なお、認定放送持株会社制度は、放送事業者にも持株会社制度の利用を
認めることにより、マスメディア集中排除原則の趣旨を維持しつつ、放送
事業者の経営のより一層の効率化を可能にする新たな経営基盤を提供する
ものですが、放送の多元性・多様性および地域性を確保する趣旨から、法
律上議決権比率が33％を超える株主に関しては当該超過分の議決権の保有
が制限されており、当社の株主の皆様につきましても、当社が認定放送持
株会社に移行いたしました結果、かかる制限が既に適用されております。 
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   しかしながら、当社は、認定放送持株会社への移行後も、従前同様、放
送の不偏不党を堅持しながら、分野に応じて最適な業務提携先と最適な提
携を実現し、全体として多彩な業務提携先との間で全方位の関係を構築す
る、いわゆる全方位型業務提携を提携方針としておりますところ、この観
点からは、持株比率が20％を超える株主が出現することは、これにより上
記提携方針を維持した場合を上回る利益が見込まれる場合でない限り、依
然として当社の企業価値、株主の皆様共同の利益にとって好ましくない事
態であると考えられます。かかる趣旨から、当社といたしましては、認定
放送持株会社への移行による議決権保有制限制度の適用に拘わらず、今後
も、基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務および事
業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みを維持すること
とし、また、当社グループの新たな中期経営計画として、平成25年５月10
日に「グループ中期経営計画２０１５」を策定いたしました。 

 
 (２)「グループ中期経営計画２０１５」の実行による企業価値向上および株主共

同の利益最大化に向けた取組み 
   当社グループは、今後とも、テレビ・ラジオの放送を通じて国民の知る
権利に奉仕し、広く愛される良質な娯楽を提供していく所存です。その一
方、デジタル・コンテンツ・ビジネスのリーディングカンパニーとしてさ
らなる飛躍を目指すため、当社グループの中期経営計画「Ｖ！ｕｐ」プラ
ンを策定して、2006（平成18）年度よりその遂行に取り組み、2014（平
成26）年度に至る上記中期経営計画を「グループ経営計画２０１４」と
して改定して遂行してまいりましたが、この度、デジタルデバイスの発展・
進化や、経営環境の変化を受けて、新たに「グループ中期経営計画２０１５」
を策定しました。 

   当社グループは、「グループ中期経営計画２０１５」の遂行を通じて、「最
強のコンテンツ・ソフト」を発信する「最良のメディア・グループ」とし
ての地位を確立し、もって当社および当社グループの企業価値と株主の皆
様共同の利益の最大化を目指すとともに、株主の皆様の負託に応えてまい
る所存です。 
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 (３)基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための取組みの概要 
   当社は、平成19年２月28日開催の当社取締役会の決議により、当社の企
業価値および株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを目的と
して、平成17年５月18日付けで公表いたしました「当社株式にかかる買収
提案への対応方針｣（以下「17年プラン」といいます）について、その実
質を維持しつつ株主の皆様の意思を更に重視する形で改定（以下、改定後
の対応方針を「本プラン」といいます）を行い、平成19年６月28日開催の
当社第80期定時株主総会（以下「平成19年総会決議」といいます）におい
て、本プランとその継続につき、同総会に出席した議決権を行使すること
ができる株主の議決権の過半数によるご賛同をもって株主の皆様のご承認
をいただいております。本プランにつきましては、その後、当社が平成21
年４月１日付けで認定放送持株会社に移行したこと、さらには会社法およ
び金融商品取引法の改正および施行等の法的環境の変化を踏まえ、当社企
業価値評価特別委員会（以下「特別委員会」といいます）の現任委員全員
の同意を得て、平成19年総会決議の枠内で、本プランについて所要の最小
限の範囲で一部修正を行っております。現行の本プランの内容は以下のと
おりです。なお、以下の記載は、事業報告における記載の分かりやすさを
確保する観点から、本プランの内容を一部簡略化したものです。 

 
 １．本プランの概要 
  (ａ)本プランの発動にかかる手続 
   (ｉ)本プランの手続の対象となる行為 
     当社は、以下の①ないし③のいずれかに該当する行為（以下「大規

模買付行為等」といいます）が行われた場合を本プランの適用対象と
し、これらの行為を行う方針を有する者（当該方針を有するものと当
社取締役会が特別委員会の勧告にもとづき合理的に判断した者を含み、
当社取締役会が予め承認をした場合を除きます）が現れた場合に、本
プランに定めた手続を開始するものといたします。 

     大規模買付行為等に対する対応措置の内容は、下記(ⅳ)のとおりです
が、本プランは、上記の方針を有する者が現れた場合に当然にかかる
対応措置を発動するものではなく、当該者に対してかかる対応措置を
発動するか否かは、あくまで下記(ⅱ)、(ⅲ)および(ⅴ)ないし(ⅶ)の手
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続に従って決せられることとなります。 
①当社が発行者である株券等についての、買付け等の後における公開
買付者グループの株券等所有割合の合計が20％以上となることを目
的とする公開買付け 
②当社が発行者である株券等についての、大規模買付者グループの、
買付け等の後における株券等保有割合が20％以上となるような買付
け等 
③当社が発行者である株券等についての公開買付けまたは買付け等の
実施にかかわらず、大規模買付者グループと、当該大規模買付者グ
ループとの当社の株券等にかかる株券等保有割合の合計が20％以上
となるような当社の他の株主との間で、当該他の株主が当該大規模
買付者グループに属するいずれかの者の共同保有者に該当するに至
るような合意その他の行為、または当該大規模買付者グループの中
核を成す当社の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質
的に支配しもしくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係
を樹立する行為 

 
     以下、公開買付者グループおよび大規模買付者グループと、上記③に

おいて定める「他の株主」とを併せて、「買収者グループ」といいます。 
 
   (ⅱ)買収者グループに対する情報提供の要求等 
     大規模買付行為等を行う買収者グループは、当社取締役会が別途認

めた場合を除いて、当該大規模買付行為等の開始または実行に先立ち、
当社に対して、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といい
ます）とそれらに加えて、取締役会評価期間（下記(ⅲ)に定義されます）
および当該期間における検討の結果下記(ⅵ)に従い当社取締役会が株主
総会の招集を決議した場合にはそのときからさらに21日間の待機期間
において当社株券等の買付け等を行わないこと、並びに本プランに定
める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、本必要情
報と併せて「買付意向説明書」といいます）を提出していただきます。 

     特別委員会は、提出された情報が本必要情報として不十分であると
判断した場合には、同グループに対し、適宜回答期限（原則として60



 5/16/2013 AT9719-00_B-02.doc 

 

― 37 ― 

日といたします）を定めたうえ、追加的に情報を提供するよう求める
ことがあります。 

 
①買収者グループの概要 
②大規模買付行為等の目的、方法および内容 
③大規模買付行為等を行うに際しての第三者との間における意思連絡
の有無並びに意思連絡が存する場合にはその相手方名およびその概
要、並びに当該意思連絡の具体的な態様および内容 
④大規模買付行為等にかかる買付けの対価の算定根拠およびその算定
経緯 
⑤大規模買付行為等にかかる買付けのための資金の裏付け 
⑥大規模買付行為等の完了後に意図されている当社および当社グルー
プの経営方針、事業計画、財務計画、資金計画、投資計画、資本政
策、配当政策および番組編成方針等その他大規模買付行為等の完了
後における当社および当社グループの役員、従業員、取引先、顧客、
業務提携先その他の当社および当社グループにかかる利害関係者の
処遇方針 
⑦反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無およびこれらに
対する対処方針 
⑧当社の認定放送持株会社としての、およびＴＢＳテレビの放送事業
者としての公共的使命に対する考え方 
⑨その他当社取締役会または特別委員会が合理的に必要と判断する情
報 
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   (ⅲ)取締役会および特別委員会による検討等 
     当社取締役会および特別委員会は、買収者グループが開示した大規

模買付行為等の内容に応じた下記①または②の期間を、当社取締役会
による評価、検討、意見形成、代替案立案および買収者グループとの
交渉のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます）として設
定いたします。 
①対価を現金のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付
けが行われる場合：60日間 
②上記①を除く大規模買付行為等が行われる場合：90日間 

 
     当社取締役会は、取締役会評価期間内において、買収者グループか

ら提供された本必要情報にもとづき、当社の企業価値および株主の皆
様共同の利益の最大化の観点から、買収者グループの大規模買付行為
等に関する提案等の評価、検討、意見形成、代替案立案および買収者
グループとの交渉を行うものといたします。 

     また、特別委員会も上記と並行して買収者グループからの提案等の
評価および検討等を行いますが、特別委員会がかかる評価および検討
等を行うに当たっては、必要に応じて、当社取締役会から独立した第
三者的立場にある専門家の助言を得ることができるものといたします。
なお、かかる費用は当社が負担するものといたします。 

     また、特別委員会は、買収者グループが本プランに定められた手続
に従うことなく大規模買付行為等を開始したものと認める場合には、
引き続き本必要情報の提出を求めて同グループと協議・交渉等を行う
べき特段の事情がある場合を除き、当社取締役会に対して、本新株予
約権の無償割当て等の下記(ⅳ)で定める所要の対応措置を発動すること
を勧告できるものといたします。この場合、当社取締役会は、取締役
としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がない限り、特別
委員会の上記勧告を最大限尊重のうえ、本新株予約権の無償割当て等
の下記(ⅳ)で定める所要の対応措置を発動することといたします。 

 
   (ⅳ)対応措置の具体的内容 
     当社が本プランにもとづき発動する大規模買付行為等に対する対応
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措置は、原則として、本新株予約権の無償割当てによるものといたし
ます。但し、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその
他の対応措置を発動することが適切と判断された場合には当該その他
の対応措置が用いられることもあるものといたします。 

     大規模買付行為等に対する対応措置として本新株予約権の無償割当
てをする場合の概要は、下記「３．本新株予約権の無償割当ての概要」
に記載のとおりですが、実際に本新株予約権の無償割当てをする場合
には、 
 
(ｉ)例外事由該当者（下記「３．本新株予約権の無償割当ての概要」
の(ｃ)において定義されます）による権利行使は認められないとの
条件や、 

(ⅱ)新株予約権者が例外事由該当者に当たるか否かにより異なる対価
で当社がその本新株予約権を取得できる旨を定めた取得条項（例
外事由該当者以外の新株予約権者が保有する本新株予約権につい
ては、これを当社がその普通株式と引換えに取得する一方、例外
事由該当者に該当する新株予約権者が保有する本新株予約権につ
いては、当社が適当と認める場合には、これを本新株予約権に代
わる新たな新株予約権その他の財産と引換えに取得することがで
きる旨を定めた条項）、または 

(ⅲ)当社が本新株予約権の一部を取得することとするときに、例外事
由該当者以外の新株予約権者が所有する本新株予約権のみを取得
することができる旨を定めた取得条項 

 
    など、大規模買付行為等に対する対応措置としての効果を勘案した行

使期間、行使条件、取得条項等を設けることがあり得ます。 
 
   (ⅴ)対応措置の不発動の勧告 
     特別委員会は、買収者グループによる大規模買付行為等ないしその

提案内容の検討と、同グループとの協議・交渉等の結果、同委員会の
現任委員の全員一致によって、当社が定めるガイドラインに照らし、
買収者グループが総体として濫用的買収者に該当しないと判断した場
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合には、取締役会評価期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対
して、本新株予約権の無償割当て等の対応措置を発動すべきでない旨
の勧告を行います。 

     本新株予約権の無償割当てその他の対応措置について、特別委員会
から不発動の勧告がなされた場合には、当社取締役会は、取締役とし
ての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がない限り、当該勧告
に従って、本新株予約権の無償割当てその他の対応措置を発動しない
旨の決議を行うものといたします。 

 
   (ⅵ)株主総会の開催 
     特別委員会は、買収者グループによる大規模買付行為等ないしその

提案の内容の検討、同グループとの協議・交渉等の結果、同委員会が
その現任委員の全員一致により上記(ⅴ)の勧告を行うべき旨の判断に至
らなかった場合には、本新株予約権の無償割当ての実施およびその取
得条項の発動その他の対応措置の発動につき株主総会に諮るべきであ
る旨を当社取締役会に勧告するものといたします。その場合、当社取
締役会は、本新株予約権の無償割当てを行うことおよびその取得条項
の発動その他の対応措置の発動についての承認を議案とする株主総会
の招集手続を速やかに実施するものといたします。 

     当該株主総会の決議は、出席した議決権を行使することができる株
主の議決権の過半数によって決するものといたします。当該株主総会
の結果は、その決議後速やかに開示するものといたします。 

 
   (ⅶ)取締役会の決議 
     当社取締役会は、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特

段の事情がない限り特別委員会の勧告（上記(ⅲ)にもとづく対応措置発
動の勧告または上記(ⅴ)にもとづく対応措置不発動の勧告）を最大限尊
重し、または上記株主総会の決議に従って、本新株予約権の無償割当
ておよびその取得条項の発動その他の対応措置の発動または不発動に
関する会社法上の機関としての決議を本プラン所定の手続に従って遅
滞なく行うものといたします。 

     なお、買収者グループは、当社取締役会が本プラン所定の手続に従
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って本新株予約権の無償割当てその他の対応措置を発動しない旨の決
議を行った後でなければ、大規模買付行為等を実行してはならないも
のとさせていただきます。 

 
  (ｂ)本プランの有効期間、廃止および変更 
    本プランは、平成25年４月以降最初に開催される定時株主総会におい

て本プランを廃止する旨の決議がなされない限り、更に３年間自動的に
更新されるものとし、その後も同様とされているものであります。 

    但し、本プランは、有効期間内であっても当社取締役会もしくは当社
株主総会において本プランを廃止する旨の決議がなされた場合または特
別委員会が全員一致で本プランを廃止する旨決議した場合には、本プラ
ンはその時点で廃止されるものといたします。 

    また、当社取締役会は、有効期間の満了前であっても、特別委員会の
現任委員の過半数かつ外部有識者委員の過半数の同意による承認を得た
うえで、本プランを株主総会の承認の範囲内で修正しまたは変更する場
合があります。 

 
 ２．企業価値評価特別委員会の概要 
   特別委員会は、本プランにもとづき当社取締役会から諮問を受けた事項
およびその他につき当社の企業価値最大化を実現する方策としての適性を
検討し、その結果を勧告する当社取締役会の社外諮問機関であります。一
方、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重のうえ、対応方針に
もとづく事前対応および対応措置に関し必要となる事項についての最終判
断を行うこととしております。また、当社監査役会は、当社取締役会およ
び特別委員会の判断過程を監督することとしております。 

   特別委員会は、当社またはTBSテレビ社外取締役のうちから１ないし２
名、社外監査役のうちから１ないし２名、および弁護士・会計士・投資銀
行業務経験者・経営者としての実績や会社法に通じた学識経験者等社外の
有識者から３ないし４名をもって構成することとしており、各委員の任期
は２年です。 
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 ３．本新株予約権の無償割当ての概要 
  (ａ)割当対象株主 
    取締役会で定める基準日（上記「１．本プランの概要」(ａ)（ｉ）柱書

所定の事由発生後の日とされます）における最終の株主名簿に記載または
記録された株主に対し、その所有株式（但し、当社の有する当社普通株式
を除きます）１株につき１個の割合で新株予約権の無償割当てをします。 

 
  (ｂ)新株予約権の目的である株式の種類および数 
    新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の

行使により交付される当社普通株式は１株以内で取締役会が定める数とし
ます。 

 
  (ｃ)新株予約権の行使条件 
    新株予約権の行使条件は取締役会において定めるものとします（なお、

買収者グループに属する者であって取締役会が所定の手続に従って定めた
者（以下「例外事由該当者」といいます）による権利行使は認められない
との行使条件を付すこともあり得ます）。 

 
  (ｄ)当社による新株予約権の取得 

(ⅰ)当社は、取締役会において定める一定の事由が生じることまたは一
定の日が到来することのいずれかを条件として、新株予約権の全部
または例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する新株予約権の
みを取得することができる旨の取得条項を取締役会決議により付す
ことがあり得ます。 

(ⅱ)前項の取得条項を付す場合には、例外事由該当者以外の新株予約権
者が所有する新株予約権を取得するときは、これと引換えに、当該
新株予約権者に対して当該新株予約権１個につき１株以内で取締役
会が予め定める数の当社普通株式を交付するものとします。他方、
例外事由該当者に当たる新株予約権者が所有する新株予約権を取得
するときは、これと引換えに、当該新株予約権者に対して当該新株
予約権１個につき当該新株予約権に代わる新たな新株予約権または
その他の財産を交付するものとすることがあり得ます。 
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(ⅲ)上記(ⅰ)の取得条項にもとづく新株予約権の取得により、例外事由該
当者に当たらない外国人等が当社の議決権の割合の20％以上を保有
することとなる場合には、当該外国人等に取得の対価として付与さ
れる当社普通株式のうち、当社の議決権の割合の20％以上に相当す
るものについては、株式に代えて上記 新株予約権１個につき当該新
株予約権に代わる新たな新株予約権またはその他の財産を、それぞ
れの外国人等の持株割合に按分比例して交付するものとします。 

 
 (４)上記取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 
   本プランは、当社企業価値および株主の皆様共同の利益を確保し、向上
させることを目的として、平成17年５月18日開催の当社取締役会で決定し
た「当社株式にかかる買収提案への対応方針」につき、平成19年２月28
日開催の当社取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって
当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取
組みとして新たに位置付けるとともに内容の一部改定を行い、平成19年６
月28日開催の当社第80期定時株主総会において株主の皆様のご承認をいた
だいているものであり、平成21年４月３日開催の当社取締役会の決議によ
り行った所要の最小限の範囲での一部修正も、平成19年総会決議の枠内に
とどまるものですので、基本方針に沿うものと判断しております。 

   なお、本プランは、会社法をはじめとする企業法制、経済産業省および
法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値･株主共同の利益の確保
または向上のための買収防衛策に関する指針」、並びに東京証券取引所が平
成18年３月７日に発表した「買収防衛策の導入に係る上場制度の整備等に
伴う株券上場審査基準等の一部改正について」および同取引所の諸規則等
に則り、株主の皆様の権利内容やその行使、当社株式が上場されている市
場への影響等について十分な検討を重ねて整備したものであり、対応措置
の発動に際しては、原則として株主総会を開催し株主の皆様の意思を確認
するものであること、判断の公正性・客観性を担保するため、当社取締役
会の諮問機関として、独立性の高い社外取締役および社外監査役並びに社
外有識者からなる特別委員会を設置し、対応措置の発動または不発動等の
判断に際してはその勧告を得たうえでこれを最大限尊重すべきこととされ
ているものであること、本プランが１回の株主総会決議を通じて廃止可能



 5/16/2013 AT9719-00_B-02.doc 

 

― 44 ― 

となるよう手当てされていることなどから、企業価値および株主の皆様共
同の利益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とす
るものではないものと判断しております。 
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(単位：百万円)  
資   産   の   部

流 動 資 産 139,130
現 金 及 び 預 金 68,243
受取手形及び売掛金 37,568
た な 卸 資 産 15,905
前 払 費 用 6,477
繰 延 税 金 資 産 5,044
そ の他流動資産 6,030
貸 倒 引 当 金 △139

固 定 資 産 420,496
有形固定資産(注1,3) 212,030
建 物及び構築物 107,213
機械装置及び運搬具 8,526
工 具 器 具 備 品 2,150
土 地 84,554
リ ー ス 資 産 2,837
建 設 仮 勘 定 6,748
無 形 固 定 資 産 29,178
ソ フ ト ウ ェ ア 4,768
の れ ん 22,360
リ ー ス 資 産 347
その他無形固定資産 1,702
投資その他の資産 179,286
投 資 有 価 証 券 164,463
繰 延 税 金 資 産 1,706
その他投資その他の資産 13,845
貸 倒 引 当 金 △728

資 産 合 計 559,626

 
負   債   の   部 

流 動 負 債 96,090 
支払手形及び買掛金 34,814 
一年内返済予定長期借入金          31,200 
未 払 金 11,431 
未 払 法 人 税 等 3,982 
未 払 消 費 税 等 684 
未 払 費 用 5,761 
役 員 賞 与 引 当 金 191 
送信所移転対策引当金 1,080 
そ の 他 流 動 負 債 6,944 

固 定 負 債 119,062 
社 債 50,000 
長 期 借 入 金 26,000 
退 職 給 付 引 当 金 13,431 
繰 延 税 金 負 債 12,681 
そ の 他 固 定 負 債 16,948 

負 債 合 計 215,152 
純  資  産  の  部 

株 主 資 本 295,150 
資 本 金 54,986 
資 本 剰 余 金 60,254 
利 益 剰 余 金 228,882 
自 己 株 式 △48,973 
その他の包括利益累計額 33,314 
その他有価証券評価差額金 33,468 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △46 
為 替 換 算調整勘 定 △106 
少 数 株 主 持 分 16,008 
純 資 産 合 計 344,473 
負 債 ・ 純 資 産 合 計 559,626 

連結貸借対照表        
（平成25年３月31日現在）
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（単位：百万円) 
項     目 金     額 

売 上 高 352,351 
売 上 原 価 245,187 

売 上 総 利 益 107,164 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 90,975 

営 業 利 益 16,188 
営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,684  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 43  
そ の 他 営 業 外 収 益 811 3,538 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 1,308  
そ の 他 営 業 外 費 用 747 2,055 

経 常 利 益 17,671 
特 別 利 益  

負 の の れ ん 発 生 益 126  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1 127 

特 別 損 失  
送 信 所 移 転 対 策 損 失 1,377  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 716  
減 損 損 失 711  
事 務 所 移 転 費 用 518  
退 職 給 付 制 度 改 定 損 67 3,392 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 14,407 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,363  
法 人 税 等 調 整 額 △1,979 3,383 
少数株主損益調整前当期純利益 11,023 
少 数 株 主 利 益 1,850 
当 期 純 利 益 9,173 

 

連結損益計算書        

(自 平成24年４月１  日至 平成25年３月31  日 )
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(単位：百万円) 
株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 

合計 
当期首残高 54,986 60,254 222,303 △48,972 288,572 
当期変動額  
剰余金の配当 △2,594 △2,594 
当期純利益 9,173 9,173 
自己株式の取得 △1 △1 
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）  

当期変動額合計 － － 6,578 △1 6,577 
当期末残高 54,986 60,254 228,882 △48,973 295,150 
 

その他の包括利益累計額 

 その他有
価証券評
価差額金

繰延 
ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分 

純資産 
合計 

当期首残高 20,329 △357 △186 19,785 14,238 322,597 
当期変動額  
剰余金の配当 △2,594 
当期純利益 9,173 
自己株式の取得 △1 
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 13,138 310 79 13,528 1,769 15,298 

当期変動額合計 13,138 310 79 13,528 1,769 21,875 
当期末残高 33,468 △46 △106 33,314 16,008 344,473 
 

連結株主資本等変動計算書

(自 平成24年４月１  日至 平成25年３月31  日 )
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連 結 注 記 表

 
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 
  (1)連結子会社 
    連結子会社の数 29社 
    主要な連結子会社の名称 
      事業報告１．企業集団の現況（５）に記載のとおり。 
      連結子会社㈱赤坂ビデオセンターと連結子会社㈱プロカムは、平成24年10

月１日、㈱プロカムを存続会社とする吸収合併を実施し、商号を㈱TBSテ
ックスに変更しております。また、連結子会社㈱テレコム・サウンズは、
平成24年10月１日、非連結子会社㈱ティーエーシーを存続会社とする吸
収合併を実施、商号を㈱TBSプロネックスに変更し、連結の範囲に含めて
おります。 

  (2)非連結子会社 
    主要な非連結子会社の名称 ㈱テレパック 
      非連結子会社25社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金(持分に見合う額）等のいずれの観点から見てもそれぞれ小規模
であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。 

２．持分法の適用に関する事項 
  (1)持分法適用会社 
    持分法適用の関連会社の数  ３社 
      ㈱東通、㈱ティ・エル・シー、㈱トマデジ 
  (2)持分法非適用会社 
    主要な持分法非適用会社の名称  ㈱シー･ティ･ビー･エス 
      非連結子会社25社及び関連会社37社は、それぞれ当期純損益(持分に見合

う額）及び利益剰余金(持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため、持分法を適用せず原価法により評価し
ております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社のうちTOKYO BROADCASTING SYSTEM INTERNATIONAL, 

INC.、美悉商貿(上海）有限公司の決算日は平成24年12月31日であります。連
結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。
ただし、同決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引については
連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ①有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
    その他有価証券 
      時価のあるもの      期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの      移動平均法による原価法 
   ②デリバティブの評価基準    時価法 
   ③たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    番組及び仕掛品        主として個別法に基づく原価法（収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法） 
    商品及び製品         主として移動平均法または総平均法に基づく

原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げ
の方法） 

    原材料及び貯蔵品       主として移動平均法または総平均法に基づく
原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げ
の方法） 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    有形固定資産（リース資産を除く） 
            定率法（ただし建物については定額法） 
 
  （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成
24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更しております。これにより、従来の方法に比べて、当連結会
計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ207百万円増
加しております。 

    無形固定資産（リース資産を除く） 
            定額法。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法。 
    リース資産   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
               自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。 
            所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
               リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。 

    長期前払費用  毎期均等償却 
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  (3)重要な引当金の計上基準 
   ①貸 倒 引 当 金          …売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。 

   ②役 員 賞 与 引 当 金          …役員に支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計
年度末における支給見込額を計上しております。 

   ③送信所移転対策引当金          …東京タワーから東京スカイツリーへテレビ電波送信所
を移転することに伴う今後発生する受信障害対策費用
を合理的に見積り、計上しております。 

   ④退 職 給 付 引 当 金          …従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。数理計算上の差異及び過去勤務債務
は、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。 

  (4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 
   ①重要なヘッジ会計の方法 
    ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 
    ヘッジ手段    買掛金に対するデリバティブ取引（為替予約取引） 
             支払利息に対するデリバティブ取引（金利スワップ取引） 
    ヘッジ対象    相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定
されその変動が回避されるもの。 

    ヘッジ方針 為替変動リスク ヘッジ対象を限定、原則として実需の範囲内で
行っております。 

          金利変動リスク 借入金の利息削減のため、固定金利と変動金利
を交換。 

    ヘッジの有効性の評価方法  キャッシュ・フロー及び時価の変動を分析し有
効性を評価しております。 

   ②のれんの償却に関する事項 
                  発生年度以後20年間で均等償却しておりますが、

金額が僅少な場合には発生年度の損益として処
理しております。 

   ③消費税等の会計処理 
                  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 
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（連結貸借対照表関係） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 185,845百万円 
  なお、有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 
２．保証債務 
  従業員の住宅ローン 3,578 百万円
  ㈱中国放送のリース契約に対する連帯保証 150 百万円
  ㈱あいテレビのリース契約に対する連帯保証 131 百万円
          計 3,859 百万円
３．国庫補助金等の受入により有形固定資産の 
  取得価額から控除している額 2,355 百万円
４．コミットメントライン契約 
  連結子会社の㈱スタイリングライフ・ホールディングスは、運転資金の機動的な確
保を目的として、複数の金融機関との間でコミットメントライン契約を締結してお
ります。当連結会計年度末現在における契約極度額及び借入実行残高は以下のとお
りであります。 

 契約極度額 5,500 百万円
 借入実行残高 －百万円
 差引額 5,500 百万円
 

(連結株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式数  
普通株式 190,434,968 － － 190,434,968 
合計 190,434,968 － － 190,434,968 
自己株式  
普通株式(注) 38,225,599 1,195 － 38,226,794 
合計 38,225,599 1,195 － 38,226,794 
(注)普通株式の自己株式増加数は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 
２．配当に関する事項 
  (1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 普通株式 1,526 10 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

平成24年11月１日 
取締役会 普通株式 1,068 7 平成24年９月30日 平成24年12月７日 

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度となるもの 
決議予定 株式の種類 配当金の総額(百万円) 配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日 
平成25年６月27日 
定時株主総会 普通株式 1,678 利益剰余金 11 平成25年３月31日 平成25年６月28日 
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（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
   当社及び当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等
金融機関からの借入及び社債の発行により資金を調達しております。 

   受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクに関しては、主要取引先の状況を定
期的にモニタリングすることによりリスク低減を図っております。また、投資有価
証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されておりますが、四半期ごとに時価の把握を行っております。 

   借入金及び社債の使途は、主に運転資金、設備資金、事業資金、借入金返済資金
等であります。 

   デリバティブ取引は為替変動リスク、金利変動リスクに対するヘッジを目的とし
た取引であります。なお、内部管理規程に従い、原則として実需の範囲で行ってお
ります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
   平成25年３月31日(当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。 

(単位：百万円） 

 連結貸借対照表
計上額(＊) 時価(＊) 差額 

(1)現金及び預金 68,243 68,243 － 
(2)受取手形及び売掛金 37,568 37,568 － 
(3)投資有価証券 
   その他有価証券 136,808 136,808

 
－ 

(4)支払手形及び買掛金 (34,814) (34,814) － 
(5)未払金 (11,431) (11,431) － 
(6)社債 (50,000) (51,154) (1,154) 
(7)長期借入金 (57,200) (58,251) (1,051) 
(8)デリバティブ取引 (84) (84) － 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事

項 
   (1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 
     これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 
   (3)投資有価証券 
     これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 
   (4)支払手形及び買掛金、(5)未払金 
     これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 
   (6)社債 
     社債の時価は、市場価格によっております。 
   (7)長期借入金 
     これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
   (8)デリバティブ取引 
     取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
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（注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額27,655百万円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュフローを見積ることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券 」には含めておりませ
ん。 

（注３)長期借入金に一年内返済予定長期借入金31,200百万円を含んでおります。 
 
（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 
   当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビ
ル等(土地を含む）を有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 
(単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 
88,272 221,801 

(注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ
ります。 

(注２)当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士に
よる不動産鑑定評価書に基づく金額によっております。ただし、直近の評価
時点から、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標
に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した
価額によっております。その他の物件については、主として「不動産鑑定評
価基準」を参考に自社で算定した金額であります。 

 
(１株当たり情報関係） 

１．１株当たり純資産額 2,158円00銭 
２．１株当たり当期純利益 60円27銭 
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(単位：百万円)  
資   産   の   部

流 動 資 産 65,484
現 金 及 び 預 金 63,138
売 掛 金 (注3)   537
番 組 勘 定 221
関係会社短期貸付金(注3)   273
前 払 費 用 40
未 収 入 金 (注3)   590
繰 延 税 金 資 産 764
その他流動資産 21
貸 倒 引 当 金 △103

固 定 資 産 448,299
有 形固定資産 (注1)   105,753
建 物 49,751
構 築 物 1,630
機 械 及 び 装 置 506
車両及び運搬具 0
工 具 器 具 備 品 487
土 地 53,373
建 設 仮 勘 定 2
無 形 固 定 資 産 308
ソ フ ト ウ ェ ア 257
その他無形固定資産 51

投資その他の資産 342,237
投 資 有 価 証 券 63,781
関 係 会 社 株 式 286,550
関 係会社出資金 0
長 期 貸 付 金 28
長 期 前 払 費 用 700
その他投資その他の資産 2,279
貸 倒 引 当 金 △314
投資評価引当金 △10,789

資 産 合 計 513,784

 
負   債   の   部 

流 動 負 債 130,750 
買 掛 金 (注3)   951 
関係会社短期借入金(注3)   98,505 
一年内返済予定長期借入金 30,000 
未 払 金 (注3)   114 
未 払 法 人 税 等 316 
未 払 消 費 税 等 72 
未 払 費 用 610 
役 員賞与引当金 70 
そ の他流動負債 108 

固 定 負 債 98,171 
社 債 50,000 
長 期 借 入 金 17,000 
長 期 預 り 金 (注3)   13,389 
退 職給付引当金 8,252 
繰 延 税 金 負 債 9,285 
そ の他固定負債 243 

負 債 合 計 228,921 
純  資  産  の  部 

株 主 資 本 258,181 
資 本 金 54,986 
資 本 剰 余 金 56,693 
資 本 準 備 金 55,026 
その他資本剰余金 1,667 
自己株式処分差益 1,667 

利 益 剰 余 金 195,455 
利 益 準 備 金 4,217 
その他利益剰余金 191,238 
別 途 積 立 金 186,312 
繰越利益剰余金  4,926 

自 己 株 式 △ 48,954 
評 価 ･ 換 算 差 額 等 26,681 

その他有価証券評価差額金 26,681 
純 資 産 合 計 284,862 
負 債 ・ 純 資 産 合 計 513,784 

貸 借 対 照 表        
(平成25年３月31日現在) 
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(単位：百万円) 
項     目 金     額 

営 業 収 益 (注1 )     
不 動 産 賃 貸 収 入 14,993  
そ の 他 の 収 入 1,882 16,875 

営 業 費 用 (注1 )     
不 動 産 賃 貸 費 用 7,499  
そ の 他 事 業 費 用 898  
一 般 管 理 費 5,066 13,464 

営 業 利 益 3,411 
営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 (注1 )    1,843  
そ の 他 営 業 外 収 益 (注1 )    58 1,901 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 (注1 )    1,345  
そ の 他 営 業 外 費 用 34 1,380 

経 常 利 益 3,932 
特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1 1 
特 別 損 失  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 54  
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 12  
投 資 評 価 引 当 金 繰 入 9 77 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,856 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 207  
法 人 税 等 調 整 額 744 951 
当 期 純 利 益 2,904 

 

損 益 計 算 書

(自 平成24年４月１  日至 平成25年３月31  日 )
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(単位：百万円) 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 
その他利益剰余金  

資本金 資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金 別途

積立金
繰越利益 
剰余金 

利益剰余
金合計 

当期首残高 54,986 55,026 1,667 56,693 4,217 178,312 12,616 195,145 
当期変動額    
別途積立金の積立  8,000 △8,000 － 
剰余金の配当  △2,594 △2,594 
当期純利益  2,904 2,904 
自己株式の取得    
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）    

当期変動額合計 － － － － － 8,000 △7,690 309 
当期末残高 54,986 55,026 1,667 56,693 4,217 186,312 4,926 195,455 
 

株主資本 評価・換算差額等   

 
自己株式 株主資本合計 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等
合計 

純資産
合計  

  

当期首残高 △48,953 257,872 24,960 24,960 282,832   
当期変動額    
別途積立金の積立  － －   
剰余金の配当  △2,594 △2,594   
当期純利益  2,904 2,904   
自己株式の取得 △1 △1 △1   
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）  1,721 1,721 1,721   

当期変動額合計 △1 308 1,721 1,721 2,029   
当期末残高 △48,954 258,181 26,681 26,681 284,862   
 

株主資本等変動計算書

(自 平成24年４月１  日至 平成25年３月31  日 )
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個 別 注 記 表

 
（重要な会計方針に係る事項） 

１．資産の評価基準及び評価方法 
  (1)有価証券の評価基準及び評価方法 
   子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
   その他有価証券 
        ①時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定しております。） 

        ②時価のないもの 移動平均法による原価法 
  (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 
        ①番組勘定    主として個別法に基づく原価法(収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法） 
２．固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産    定率法（ただし建物については定額法） 
  （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形
固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま
す。これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益がそれぞれ10百万円増加しております。 

  無形固定資産    定額法。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社
内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

  長期前払費用    毎期均等償却 
３．引当金の計上基準 
  (1)貸 倒 引 当 金       ……売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。 

  (2)役員賞与引当金……役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末にお
ける支給見込額を計上しております。 

  (3)退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき計上しております。数理計算上の
差異は、発生の翌事業年度に費用処理することとしておりま
す。 

  (4)投資評価引当金……関係会社等への投資により発生する損失に備えるため、当該
会社の実質価値の低下の程度並びに将来の回復見込み等を検
討してその所要額を計上しております。 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
  (1)消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（貸借対照表関係） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 21,690百万円 
２．保証債務 
  従業員の住宅ローン 3,578 百万円
  ㈱中国放送のリース契約に対する連帯保証 150 百万円
  ㈱あいテレビのリース契約に対する連帯保証 131 百万円
          計 3,859 百万円
 ３．関係会社に対する短期金銭債権 953 百万円
     〃    短期金銭債務 98,778 百万円
     〃    長期金銭債務 152 百万円

 
（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引高 
    営業収益 2,562百万円 
    営業費用 1,537百万円 
    営業取引以外の取引高 1,918百万円 

 
（株主資本等変動計算書関係） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 当事業年度 

期首株式数(株)
当事業年度 
増加株式数(株)

当事業年度 
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株) 

普通株式 37,802,321 1,195 － 37,803,516 
合計 37,802,321 1,195 － 37,803,516 

(注)普通株式の自己株式増加数は単元未満株式の買取による増加であります。 
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（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産（流動） 百万円
  未払事業税 110
  未払賞与 88
  繰越欠損金 558
  その他 43
   小計 800
  評価性引当額 △36
   合計 764

 
   繰延税金資産（固定）（△繰延税金負債（固定)) 
  投資有価証券 4,541
  退職給付引当金 2,941
  その他有価証券評価差額金 △14,247
  繰越欠損金 1,730
  その他 679
   小計 △4,353
  評価性引当額 △4,931
   合計 △9,285

 
２．  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な 
差異があるときの、当該差額の原因となった主要な項目別の内訳 
  法定実効税率 38.01%
  （調整） 
  交際費 1.70%
  受取配当金 △12.39%
  評価性引当額の増減 △4.61%
  その他 1.97%
  税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.68%
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（関連当事者との取引） 
(1)子会社 (単位：百万円) 

属性 会社等の名称 
議決権等の
所有(被所有)
割合 

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

資金借入
(注1) 

5,540
(注2)

関係会社 
短期借入金 60,963 子会社 株式会社 

TBSテレビ 
所有 

直接100%

経営管理
役員の兼任
資金の借入 利息支払

(注1) 163   

子会社 株式会社 
BS-TBS 

所有 
直接51.9%

役員の兼任
資金の借入

資金借入
(注1) 

698
(注2)

関係会社 
短期借入金 7,582 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注１） 資金の借入については、市中金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
(注２） 短期資金の借入と返済の純額を記載しております。 
(注３） 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 
（１株当たり情報関係） 

１．１株当たり純資産額 1,866円34銭 
２．１株当たり当期純利益 19円03銭 
 

 



 5/14/2013 AT9719-00_D.doc 

 

― 61 ― 

連結計算書類に係る会計監査報告 
独立監査人の監査報告書 

平成25年５月７日 
株式会社 東京放送ホールディングス 
 取締役会 御中 
 有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 阿 部 隆 哉         ◯印 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鳥 生  裕         ◯印 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 田 哲 章         ◯印 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東京放送ホールディング
スの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社東京放送ホールディングス及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上  
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計算書類に係る会計監査報告 
独立監査人の監査報告書 

平成25年５月７日 
株式会社 東京放送ホールディングス 
 取締役会 御中 
 有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 阿 部 隆 哉         ◯印 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鳥 生  裕         ◯印 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 田 哲 章         ◯印 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東京放送ホールデ
ィングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上  
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 監査役会の監査報告 
 

監 査 報 告 書 
 
 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第86期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、コンプライアンス室、業務監査室その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて意見を
表明いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第
３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他にお
ける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社
については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施
しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知及び説明を受け
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属
明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 
 (1)事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。 
  また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 
四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認
められません。 

  事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取
組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益
を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものではないと認めます。 

 (2)計算書類及びその附属明細書の監査結果 
    会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 
 (3)連結計算書類の監査結果 
    会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 
 
   平成25年５月10日 
 株式会社 東京放送ホールディングス 監査役会 

常勤監査役       小 川 邦 雄        ◯印 
常勤監査役       神 成 尚 史        ◯印 

 社外監査役       岡部  敬一郎        ◯印 
 社外監査役       田 中 健 生        ◯印 
 社外監査役       明 石  康        ◯印 

 
以 上 

 



 5/17/2013 AT9719-00_F.doc 

 

― 65 ― 

   
議案および参考事項 
 

第１号議案 剰余金処分の件 
  当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と位置づけ、業績
に連動した配当を行うことを方針とし、連結当期純利益の30％を目安と
して年間配当を行っていくこととしておりますが、当期決算の収益に関
する諸要素や財務状況等を総合的に勘案し、次のとおりといたしたいと
存じます。 

期末配当に関する事項 
 (１)配当財産の種類 
   金銭 
 (２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 
   当社普通株式１株当たり金11円    総額1,678,945,972円 
 (３)剰余金の配当が効力を生じる日 
   平成25年6月28日 
 

株主総会参考書類
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第２号議案 取締役16名選任の件 
 取締役16名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、本総会におきまして取締役16名の選任をお願いするもので
あります。 
 取締役候補者は、次のとおりであります。 
候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

１ 井
いの

上
うえ

 弘
ひろし

 
(昭和15年１月５日生)

昭和38  年４  月  当社入社 
平成５  年６  月  当社取締役 

テレビ営業局長 
平成７  年５  月  当社取締役 

テレビ編成局長 
平成８  年６  月  当社常務取締役 
平成９  年６  月  当社専務取締役 
平成13  年６  月  当社代表取締役副社長 
平成14  年６  月  当社代表取締役社長 
平成16  年10  月  株式会社TBSテレビ 

代表取締役社長 
平成21  年４  月  同社代表取締役会長 

(現在に至る) 
平成21  年４  月  当社代表取締役会長 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  一般社団法人日本民間 

放送連盟会長 
(現在に至る) 

44,100株 

２ 財
ざい

津
つ

敬
けい

三
ぞう

 
(昭和20年９月16日生)

昭和43  年４  月  当社入社 
平成８  年５  月  当社社長室局長 
平成９  年６  月  当社社長室長 
平成11  年６  月  当社取締役総務局長 
平成13  年６  月  当社常務取締役 
平成16  年10  月  当社専務取締役 
平成18  年６  月  当社代表取締役専務 
平成21  年４  月  当社代表取締役社長 
平成23  年３  月  株式会社TBSテレビ取締役 
平成23  年４  月  同社取締役副会長 

(現在に至る) 
平成23  年４  月  当社代表取締役 
平成23  年６  月  当社代表取締役副会長 

(現在に至る) 

41,400株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

３ 石
いし

原
はら

俊
とし

爾
ちか

 
(昭和20年10月２日生)

昭和44  年４  月  当社入社 
平成９  年６  月  当社編成局長 
平成10  年６  月  当社JDC推進室長 
平成10  年11  月  当社BS会議事務局局長 
平成14  年４  月  当社メディア推進局長 
平成14  年６  月  当社執行役員 

メディア推進局長 
平成15  年６  月  当社取締役 

メディア推進局長 
平成16  年５  月  当社取締役編成本部長 
平成16  年６  月  株式会社ティ・ビー・エス・ライブ 

代表取締役社長(注１) 
平成16  年10  月  当社取締役編成制作 

本部長・報道本部長 
平成16  年10  月  株式会社TBSテレビ 

常務取締役 
平成19  年４  月  当社取締役 
平成19  年６  月  株式会社TBSテレビ 

専務取締役 
平成21  年４  月  同社代表取締役社長 

(現在に至る) 
平成23  年４  月  当社代表取締役社長 

(現在に至る) 
(業務監査室担当) 

35,900株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

４ 武
たけ

田
だ

信
しん

二
じ

 
(昭和27年７月５日生)

昭和50  年９  月  松戸市役所入所 
昭和53  年４  月  株式会社毎日新聞社入社 
平成３  年11  月  当社入社 
平成16  年５  月  当社営業本部営業局長 
平成17  年６  月  当社執行役員 

営業本部副本部長 
平成19  年４  月  当社執行役員 

経営メディア本部長 
平成19  年６  月  当社取締役 

経営メディア本部長 
平成21  年４  月  当社取締役 
平成21  年４  月  株式会社TBSテレビ取締役 
平成21  年６  月  株式会社TBSラジオ& 

コミュニケーションズ取締役会長 
平成23  年４  月  株式会社TBSテレビ 

常務取締役 
平成23  年４  月  当社常務取締役 
平成24  年４  月  株式会社TBSテレビ 

専務取締役 
(現在に至る) 

平成24  年４  月  当社専務取締役 
(現在に至る) 
テレビ部門現業総括、
次世代ビジネス企画室
担当 

11,600株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

５ 信
のぶ

国
くに

一
いち

朗
ろう

 
(昭和29年４月２日生)

昭和53  年４  月  当社入社 
平成17  年４  月  株式会社TBSテレビ 

事業本部事業局長 
平成18  年５  月  同社事業本部 

コンテンツ事業局長 
兼映像事業部長 

平成18  年６  月  同社取締役事業本部 
コンテンツ事業局長 
兼映像事業部長 

平成18  年７  月  同社取締役事業本部 
コンテンツ事業局長 

平成19  年４  月  同社取締役事業本部長 
平成19  年４  月  当社事業本部長 
平成19  年６  月  当社執行役員事業本部長 
平成20  年12  月  当社執行役員報道・情報

本部長兼事業本部長 
平成20  年12  月  株式会社TBSテレビ 

取締役報道・情報本部長 
兼事業本部長 

平成21  年４  月  同社取締役 
平成23  年４  月  同社常務取締役 

(現在に至る) 
平成23  年４  月  当社執行役員 
平成23  年６  月  当社常務取締役 

(現在に至る) 
平成25  年４  月  株式会社TBSラジオ& 

コミュニケーションズ取締役会長 
(現在に至る) 
一般総括、コンプライ
アンス室、総務局、経
理局担当 

12,700株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

６ 豊
とよ

中
なか

俊
とし

榮
えい

 
(昭和25年12月14日生)

昭和49  年４  月  当社入社 
平成14  年５  月  当社技術局ステーション 

技術センター長 
平成16  年５  月  当社技術本部技術局 

ステーション技術センター長 
平成16  年10  月  株式会社TBSテレビ 

技術本部技術局 
ステーション技術センター長 

平成17  年４  月  同社技術本部技術局長 
兼ステーション技術センター長 

平成17  年４  月  当社技術本部副本部長 
平成17  年６  月  株式会社TBSテレビ 

技術本部技術局長 
平成19  年４  月  同社技術本部長兼技術局長 
平成19  年４  月  当社技術本部長 
平成19  年６  月  株式会社TBSテレビ 

取締役技術本部長 
兼技術局長 

平成19  年６  月  当社執行役員技術本部長 
平成20  年１  月  株式会社TBSテレビ 

取締役技術本部長 
兼技術局長 
兼プロダクション技術センター長 

平成20  年５  月  同社取締役技術本部長 
兼技術局長 

平成20  年９  月  同社取締役技術本部長 
兼技術局長 
兼プロダクション技術センター長 

平成20  年10  月  同社取締役技術本部長 
兼技術局長 

平成21  年４  月  同社取締役技術局長 
平成22  年６  月  同社取締役 技師長・技術局長 
平成22  年６  月  同社取締役 技師長 
平成24  年４  月  同社常務取締役 技師長 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  当社執行役員 
平成24  年６  月  当社常務取締役 

(現在に至る) 
テレビ部門技術総括 

4,200株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

７ 藤
ふじ

田
た

徹
てつ

也
や

 
(昭和32年６月24日生)

昭和55  年４  月  当社入社 
平成20  年５  月  当社人事労政局長 
平成22  年６  月  株式会社TBSテレビ 

人事労政局長 
平成23  年３  月  同社取締役人事労政局長 
平成23  年４  月  当社執行役員人事労政局長 
平成23  年６  月  当社取締役人事労政局長  
平成24  年４  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  当社取締役 

(現在に至る) 
社長室、人事労政局、
グループ経営企画局担当 

2,000株 

８ 難
なん

波
ば

一
かず

弘
ひろ

 
(昭和33年１月１日生)

昭和55  年４  月  当社入社 
平成20  年５  月  株式会社TBSテレビ 

事業本部事業局長 
平成21  年４  月  同社事業局長 
平成21  年５  月  同社経営企画室長 
平成21  年５  月  当社経営企画局長 
平成22  年４  月  当社グループ経営企画局長 
平成22  年11  月  株式会社TBSテレビ 

編成制作局長 
平成23  年３  月  同社取締役編成制作局長 
平成23  年４  月  当社執行役員 
平成23  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
テレビ部門映像・文化担当 

4,700株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

９ 加
か

藤
とう

嘉
よし

一
かず

 
(昭和31年５月28日生)

昭和54  年４  月  当社入社 
平成18  年５  月  当社編成制作本部担当局長 
平成19  年４  月  当社事業本部副本部長 
平成19  年４  月  株式会社TBSテレビ 

事業本部コンテンツ事業局長 
平成20  年８  月  同社事業本部コンテンツ事業局長 

兼メディア事業センター長 
平成21  年１  月  同社事業本部コンテンツ事業局長 
平成21  年４  月  同社コンテンツ事業局長 
平成21  年６  月  株式会社TBSラジオ 

&コミュニケーションズ 
代表取締役社長 

平成21  年６  月  当社執行役員 
平成24  年３  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  株式会社TBSラジオ 

&コミュニケーションズ 
取締役会長 

平成24  年６  月  当社取締役 
(現在に至る) 
テレビ部門制作・報道・ 
情報担当 

9,127株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

10 星
ほし

野
の

 誠
まこと

 
(昭和30年４月27日生)

昭和55  年４  月  当社入社 
平成17  年６  月  株式会社TBSテレビ 

編成制作本部 
報道局編集センター長 

平成19  年４  月  同社編成制作本部 
報道局担当局長 

平成19  年４  月  当社報道本部担当局長 
平成19  年10  月  株式会社TBSテレビ 

編成制作本部情報制作局長
平成19  年10  月  当社編成制作本部副本部長 
平成20  年３  月  株式会社TBSテレビ 

編成制作本部 
情報制作局長兼情報センター長 

平成20  年12  月  同社報道・情報本部 
情報制作局長 
兼情報センター長 

平成20  年12  月  当社報道・情報本部副本部長 
平成21  年４  月  株式会社TBSテレビ 

情報制作局長 
兼情報センター長 

平成21  年６  月  同社情報制作局長 
兼情報センター長 
兼情報三部長 

平成21  年７  月  同社情報制作局長 
平成22  年５  月  同社報道局長 
平成23  年３  月  同社取締役報道局長 
平成24  年４  月  同社取締役 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  当社執行役員 
平成24  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
テレビ部門営業担当 

7,600株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

11 新
にっ

田
た

良
りょう

一
いち

 
(昭和32年４月５日生)

昭和55  年４  月  当社入社 
平成20  年３  月  当社営業本部副本部長 
平成20  年３  月  株式会社TBSテレビ 

営業本部営業局長 
兼営業推進センター長 

平成21  年３  月  同社営業本部営業局長 
平成21  年４  月  同社営業局長 
平成22  年５  月  同社メディアビジネス局長 
平成23  年３  月  同社取締役 

メディアビジネス局長 
平成24  年４  月  同社取締役 

(現在に至る) 
平成24  年４  月  当社執行役員 
平成24  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
テレビ部門編成担当 

11,300株 

12 平
ひら

本
もと

和
かず

生
お

 
(昭和20年10月16日生)

昭和44  年４  月  当社入社 
平成11  年６  月  当社報道局長 
平成14  年６  月  当社執行役員報道局長 
平成15  年６  月  当社取締役 
平成17  年６  月  当社常務取締役 
平成20  年６  月  当社専務取締役 
平成21  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成21  年６  月  株式会社BS-TBS 

代表取締役社長(注２) 
(現在に至る) 

18,500株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

13 山
やま

本
もと

雅
まさ

弘
ひろ

 
(昭和15年６月17日生)

昭和39  年４  月  株式会社毎日放送入社 
平成９  年６  月  同社取締役ラジオ局長 
平成11  年６  月  同社常務取締役 

テレビ本部長 
平成13  年６  月  同社専務取締役 

テレビ本部長 
平成14  年６  月  同社代表取締役社長 
平成14  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成19  年６  月  株式会社毎日放送 

代表取締役会長 
平成21  年４  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成22  年６  月  株式会社毎日放送 

相談役最高顧問 
(現在に至る) 

―株 

14 槍
うつ

田
だ

松
しょう

瑩
えい

 
(昭和18年２月12日生)

昭和42  年４  月  三井物産株式会社入社 
平成９  年６  月  同社取締役 機械・情報

総括部長 
平成12  年６  月  同社代表取締役  

常務取締役 業務部長 
平成14  年４  月  同社代表取締役  

専務執行役員CSO 
(業務部門長) 

平成14  年10  月  同社代表取締役社長 
平成19  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成21  年４  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成21  年４  月  三井物産株式会社取締役会長 

(現在に至る) 

―株 
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候補者 
番 号 

氏 名         
(生 年 月 日) 

略     歴 
(地位および担当ならびに重要な兼職の状況) 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

15 髙
たか

嶋
しま

達
たつ

佳
よし

 
(昭和19年１月１日生)

昭和41  年４  月  株式会社電通入社 
平成５  年６  月  同社東京本社新聞局長 
平成９  年６  月  同社取締役 
平成11  年６  月  同社上席常務執行役員 
平成12  年６  月  同社常務取締役 
平成14  年６  月  同社専務取締役 
平成16  年６  月  同社取締役副社長 
平成19  年６  月  同社代表取締役社長 
平成21  年４  月  同社代表取締役  

社長執行役員 
平成21  年６  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成21  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成23  年４  月  株式会社電通取締役会長 

(現在に至る) 

―株 

16 朝
あさ

比
ひ

奈
な

 豊
ゆたか

 
(昭和22年９月14日生)

昭和46  年７  月  株式会社毎日新聞社入社 
平成14  年６  月  同社東京本社編集局長 
平成16  年６  月  同社取締役 社長室長 
平成18  年６  月  同社常務取締役 
平成20  年６  月  同社代表取締役社長 (注２) 

(現在に至る) 
平成21  年６  月  株式会社TBSテレビ取締役 

(現在に至る) 
平成21  年６  月  当社取締役 

(現在に至る) 
平成23  年４  月  毎日・スポニチ持株移行 

株式会社代表取締役社長 
(注３) 
(現在に至る) 

―株 

(注１) 株式会社ティ・ビー・エス・エンタテインメント、株式会社ティ・ビー・エス・スポ
ーツ、株式会社ティ・ビー・エス・ライブのテレビ制作部門３社は、平成16年10月1
日をもって合併し、株式会社TBSテレビとなりました。 

(注２) 候補者と当社との特別の利害関係について 
     平本和生氏が代表取締役社長を務める株式会社BS-TBSは、当社の連結子会社であ

り、当社グループの中核となる子会社である株式会社TBSテレビと同一の事業の部類
に属し、かつ同社との間に番組販売などの継続的な取引関係があります。 

     朝比奈 豊氏が代表取締役社長を務める株式会社毎日新聞社と、当社グループの中
核となる子会社である株式会社TBSテレビとの間には、広告出稿・ニュース情報提供
などの継続的な取引関係があります。 
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     その他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
(注３) 毎日・スポニチ持株移行株式会社は、平成23年6月24日をもって商号を変更し、「株

式会社毎日新聞グループホールディングス」となりました。 
(注４) 取締役候補者の重要な兼職の状況については、本招集通知21頁から23頁の事業報告

「２．（２）①取締役および監査役の状況」に記載のとおりでありますが、次の異動も
予定されております。 

     候補者番号４ 武田信二 平成25年6月21日をもって、株式会社WOWOWの
取締役に就任する予定であります。 

     候補者番号５ 信国一朗 平成25年6月20日をもって、株式会社スタイリングラ
イフ・ホールディングスの取締役、平成25年6月21日
をもって、株式会社WOWOWの取締役をそれぞれ
退任する予定であります。 

     候補者番号７ 藤田徹也 平成25年6月18日をもって、株式会社BS-TBSの取締
役に就任する予定であります。 

     候補者番号９ 加藤嘉一 平成25年6月18日をもって、株式会社BS-TBSの取締
役を退任する予定であります。 

     候補者番号15 髙嶋達佳 平成25年6月27日をもって、株式会社電通の取締役を
退任し、同社の会長に就任する予定であります。 

(注５) 山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、朝比奈 豊の４氏は、社外取締役候補者であります。 
     当社は、槍田松瑩、朝比奈 豊の両氏を東京証券取引所に独立役員として届け出て

おり、原案どおり再任をご承認いただいた場合には、両氏を引き続き独立役員とする
予定であります。 

(注６) 社外取締役候補者に関する特記事項は、次のとおりであります。 
    ①社外取締役候補者の選任理由について 
      山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、朝比奈 豊の４氏は、それぞれ放送、総合商社、

広告、新聞の企業経営者としての豊富な経験・知識を持つとともに、当社の企業価
値の源泉・事業特性に関する深い理解、および当社の企業価値の最大化に邁進して
いただける情熱や豊かな見識を有しており、当社のコーポレート・ガバナンスの強
化、ならびに企業価値および株主の皆様共同の利益の最大化に資するものと判断し、
社外取締役候補者としております。 

    ②社外取締役候補者が過去５年間に他の株式会社の取締役、執行役、または監査役に
就任していた場合において、その在任中に当該他の株式会社において法令または定
款に違反する事実その他不当な業務の執行が行われた事実があるときは、その事実
ならびに当該候補者が当該他の株式会社における社外取締役または監査役であった
ときは、当該事実の発生の予防のために当該候補者が行った行為および当該事実の
発生後の対応として行った行為について 

      山本雅弘氏が、平成19年6月から平成22年6月まで代表取締役会長として在任し
ていた株式会社毎日放送においては、同氏が代表取締役社長在任期間中に放送した
同社の番組２件について、取材方法の一部に違法性があったなどとして、裁判所か
ら損害賠償の支払いを命じられました。 

      槍田松瑩氏が、平成21年4月から取締役会長として在任している三井物産株式会
社においては、同社機能化学品本部の営業部署が、平成16年4月以降平成20年8月
まで、売買の実体がない取引をインドネシア他東南アジア向け輸出貿易取引として
行っていた事実がありました。 

      山本雅弘、槍田松瑩の両氏が社外取締役として在任している株式会社TBSテレビ
においては、両氏が社外取締役在任期間中に放送した一部番組の編集内容について
重大な過失があったとして、総務省から厳重注意を受けました。社外取締役であっ
た両氏は、当該番組に関与しておりませんが、平素より法令遵守の観点から提言等
を行っており、事案発生後には調査報告を受け、再発防止を喚起しております。 
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    ③社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について 
     １．山本雅弘氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって11年

であります。 
     ２．槍田松瑩氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって６年

であります。 
     ３．髙嶋達佳氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年

であります。 
     ４．朝比奈 豊氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４

年であります。 
    ④社外取締役との責任限定契約について 
      当社は、社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、社外取締役との

間で、会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定
めており、社外取締役候補者の山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、朝比奈 豊の各氏
との間で責任限定契約を締結しております。当該契約にもとづく賠償責任限度額は
法令の定める額であり、本定時株主総会において、山本雅弘、槍田松瑩、髙嶋達佳、
朝比奈 豊の各氏の再任をご承認いただいた場合には、当社は各氏との間の上記責
任限定契約を継続する予定であります。 

(注７) 各候補者は、当社第80期定時株主総会においてご承認いただいた「当社株式にかかる
買収提案への対応方針」の更新に賛同しております。更新に係る現行対応方針の概要
につきましては、本招集通知32頁から44頁に掲載の事業報告「４．会社の財務およ
び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」をご参照ください。 
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第３号議案 役員賞与支給の件 
 当期末時点の取締役16名および監査役5名に対し、当期の業績等を勘案
し、取締役賞与として総額62,000,000円（うち社外取締役4名に対し総額
4,000,000円）、監査役賞与として総額8,000,000円（うち社外監査役3名
に対し総額3,000,000円）を支給いたしたいと存じます。なお、各氏に対
する具体的な金額、時期、方法等は、取締役については取締役会に、監査
役については監査役の協議にそれぞれご一任願いたいと存じます。 
 

以 上 
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞ 
 
 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、
行使していただきますようお願い申しあげます。 
 当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議
決権行使のお手続きはいずれも不要です。 
 

記 
１．議決権行使サイトについて 
(１)インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンか
ら当社の指定する議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセ
スしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時
から午前５時までは取り扱いを休止します。） 

(２)インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア
ンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場
合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場
合もございます。 

(３)インターネットによる議決権行使は、平成25年６月26日（水曜日）の午
後５時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご
不明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。 

 
２．インターネットによる議決権行使方法について 
(１)議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に
記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、
画面の案内に従って賛否をご入力ください。 

(２)株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使
内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト
上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承く
ださい。 

(３)株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」
をご通知いたします。 
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 
(１)郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただき
ますのでご了承ください。 

(２)インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後
に行使された内容を有効とさせていただきます。 

 
４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について 
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接
続料金・電話料金等）は、株主様のご負担となります。 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 

システム等に関するお問い合わせ 
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料） 
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  MEMO  
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株主総会会場ご案内図 

 

会 場：東京都港区赤坂五丁目３番２号 
    赤坂 BLITZ（ブリッツ） 
交 通：地下鉄千代田線 赤坂駅下車 出口3b方面 階段上り約３分 
    地下鉄銀座線・丸ノ内線 赤坂見附駅下車出口10 徒歩約10分 
    地下鉄銀座線・南北線 溜池山王駅下車出口10 徒歩約10分 
 

株主様用の駐車場はご用意しておりませんので、 
上記の公共交通手段をご利用いただくことを                      
お勧め申しあげます。 

 




